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世界的なサービス経済化のなかで、
日本企業は強みを発揮できるか

SECTION 1

P6

サービス人材の
育成で
世界に挑む！

特 集

いかに自社の価値を
グローバルで再現・進化させるか

サービス人材育成で
価値を高める日本企業

SECTION 2

P19

<<< 中国事例レポート
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本特集で、中国・上海と北京を訪れた。上海で、ある日系企業A社の店舗に買い物に行って、

本当に驚いた。品ぞろえ、店舗の清潔さ、そしてスタッフの接客態度……これらのすべてが、

日本のA社の店舗とほぼ同等の質の高さだったからある。中国では、高級ホテルや高級店を別

にすれば、多くの日本人がそのサービスの質に不満を持った経験があるようだ。私自身、上海

は1990年代半ばから、繰り返し訪れている。90年代は特に、日本人的な感覚からすれば、客

を客とも思わない態度にいらつくことも少なくなかった。そして、取材のためのリサーチで何

度も聞いたのが「中国でサービスを根付かせるのは難しい」という言葉だった。その中国にお

いて、A社が質の高いサービスを提供していることに、ある種の感動を覚えたのである。

同日、北京に移動した。その飛行機のなかに、あろうことかバッグを置き忘れ、宿泊に必要

な身の回りのものがなくなった。そして、結局見つからなかった。

仕方がないから北京で調達しようと、A社と同じ業態で、中国への進出時期も近い日系企業

B社の店舗に買い物に行った。上海で見たA社の品ぞろえの充実ぶりから考えれば、私が必要

なものはすべて揃いそうな気がした。しかし、その期待は裏切られた。まずは、品ぞろえが違

う。それは現場だけの問題ではないがふと見ると、店舗には品出し途中の段ボールが積み上げ

られていたし、店舗のスタッフはレジでただぼんやりとしていた。その後、A社、B社を含め、

同じ業態の店舗を何店舗か回ってみたが、A社の素晴らしさは抜きんでていた。

この差は何だろうか。日本においては、A社の店舗も、B社の店舗も商品のラインアップの

豊富さ、店舗の清潔さ、スタッフの接客態度にそう変わりはない。中国の店舗における“差”

をもたらすものはさまざまあるだろうが、店舗を回すのは、やはり現場の人材である。多量の

豊富な商品が本社から送られてきたところで、品出しをマメにしなければ棚にそれが並ぶこと

はないし、店は活気を失う。

これまで製造業中心だった日本企業の海外直接投資だが、この数年で、サービス産業の進出

が本格化した。本格的に海外で広く展開するとなれば、それを担うのは日本人ではなく、現地

の人々だ。「おもてなし」に代表される日本流のサービスは、海外でも評価が高いと聞くが、

先の例のように、サービスということに対する意識が異なる国々で、どのように人材を育成し

ていくのか、そこが大きな課題になる。SECTION1では、サービス経済化のなかで、日本企

業は強みを発揮できるのか、どのような人材育成が求められるのかを、有識者の取材を中心に

考える。そして、SECTION2では日本企業にとって巨大マーケットに成長した上海に、サー

ビスに対する意識の異なる人材の採用・育成の“実際”を見に行った。

最近の日本企業は、グローバル人材としての海外人材採用や、日本人のグローバルリーダー

育成が大きなトピックである。しかし、日本の現場力は、やはり強い。製造業において、日本

企業の現場の力がその成長を支えたように、サービスの現場の力が日本企業のプレゼンスを上

げるきっかけになるかもしれない。そんな希望とともに、取材してきたレポートである。

入倉由理子（本誌編集部）

はじめに

中国で見た、現地人材の“力”の差
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“いいサービス”とは何か
日本企業のサービスは世界で通用するのか

Q

サービス経済化という産業構造の転換によって、
日本企業が発揮できる強みは何か

Q

日本企業の海外現地人材育成の仕組みは、
サービス人材の育成でも活かせるか

Q

経済のサービス化によって、日本の製造業は
どんな変化を求められているのか

Q

世界的なサービス経済化
のなかで、日本企業は
強みを発揮できるか

SECTION 1

新興国の成長が著しく、世界的にサービス経済化が進んでいる。いわば

“サービス経済化先進国”である日本の企業は、強みを発揮できる可能

性があるかもしれない。サービスを磨き、輸出することが、低成長の突

破口になるかもしれない。そんな問いを立て、日本で培われてきたサー

ビスの強みとは何か、その強みをグローバルで発揮できるのか、そして、

サービスのグローバル展開に必要な人材をどう育てるかを考えていく。

“サービス”という意識が薄かったとい
われる新興国・中国。上海、北京だけで
なく、内陸部も経済成長が著しい。街は
加速度的に変わり、所得の向上とともに

“サービス”も今、変わろうとしている。
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昨年、石川県の旅館・加賀屋が台

湾に進出し、日本流の“おもてなし”

を海外に“輸出”した。ラーメン、

カレー、居酒屋のチェーンなど、大

衆向けのサービス産業も世界で多店

舗を展開し、徐々に定着している。

内需中心に展開してきた日本のサー

ビス産業だが、国内市場の縮小に伴

って、成長のフィールドを海外に求

める企業が増えてきている。

そして、製造業も例外ではない。

後に登場する資生堂のように、メー

カーであっても対面販売時のサービ

スに力を入れ、大きな成長を遂げる

企業もある。「無印良品」のような

生活雑貨や、カジュアル衣料の領域

でも日本発のブランドが海外で受け

入れられている。法人向けに建設機

械を販売するコマツでも、アフター

サービスに力を入れることで存在感

を示す、という例もある。

これだけ見ただけでも、「サービ

スで強みを発揮する」ということが、

一言では語れない幅の広さを持つこ

とが見えてくる。ここで１つの問い

が立つ。そもそも、サービスとは何

だろうか、と。この問いを、サービ

ス産業に詳しい産業技術総合研究所

サービス工学研究センター・内藤耕

ービスで強みを発揮することの意味

の広さにつながっている。

選択肢が増え、サービスの 
起点が受け手側に移る

サービスの歴史とは、その意味の

幅の広さを裏付けるように、専門化

と多様化の歴史である（＊）。

初期のサービス産業は、いずれも

１対１の個別サービスを基本とした。

サービスの提供者がサービスの受け

手の生活現場に赴き、サービスを提

供するのが一般的であった。官医を

起源とする往診のサービス、地方の

産物を戸別に回って販売する行商、

食事の仕出し屋などがそれにあたる。

これらには不便があった。往診で

行える治療は、持ち込める医療器具

や薬剤が限定される。行商では持ち

氏にぶつけた。「さまざまな定義は

ありますが、基本的には、人が人の

ために何かを行うこと、力を尽くす

ことだと私はとらえています。相手

のために何かをしてあげたい、とい

う気持ちから生じる行動。それはす

べてサービスなのです」

この定義からすれば、親が子ども

にお弁当をつくる、企業の受付から

応接室まで来客を案内する……これ

らもすべて無料のサービスである。

一方、荷物を配達する、人を教え

る、販売した機械をメンテナンスす

るといった行動は、対価が発生する

有料の産業化されたサービスだ。

さらに、旅館のお見送りなど、産

業化されていても、無料の、あるい

は無料に見える製品やサービスに付

帯した行動もある。このようにサー

ビスの意味そのものの多様さが、サ

内藤 耕氏
独立行政法人産業技術総合研究所
サービス工学研究センター

“いいサービス”とは何か
日本企業のサービスは世界で通用するのか

Q

サービスの善し悪しは客が決める。通用するか否かは、

サービスの理念が明確で、ブレがないかで決まる
A

Naito Koh_工学博士。サービス産
業生産性協議会、日本小売業協会、
日本スーパーマーケット協会で各種
委員を務める。『サービス工学入門』

（編著、東京大学出版会）、『サービ
ス産業進化論』（共著、生産性出版）、

『サービス産業生産性向上入門─
実例でよくわかる！』（日刊工業新
聞社）、『「最強のサービス」の教科書』

（講談社現代新書）など著書多数。

Text = 入倉由理子　　Photo = 刑部友康
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歩ける商品のラインアップと数に限

りがある。仕出しも、生活の現場で

提供できるメニューと品質に限界が

ある。そうした不便を乗り越えるた

めに、サービスの受容者がその提供

場所に集まるサービスの“拠点化”

が進んだ。これは同時に、サービス

の高度化、専門化も促した。診療所

や病院では高度な医療技術、医療設

備を駆使した診断・治療が施せるよ

うになった。レストランでは、多様

な食材を用意し、多様な料理法を用

いた料理を供することができた。

サービスの受容者側の立場に立て

ば、拠点化によって、受けられるサ

ービスの選択の幅が広がった。診療

科や治療方法、多様な料理、多様な

商品から、受けたいサービスを選べ

るようになった。レストランでは料

理の種類と値段がリスト化された

“メニュー”が一般化した。小売り

の領域では百貨店の登場によって、

いいサービスは客が決める 
企業が決めるべきは“理念”

そうした多様化・細分化の流れの

なかで、日本企業が発揮できる強み

とは何か。日本流のサービスは“お

もてなしの心”とよく表現される。

明確な定義は難しいが、サービスと

いう言葉よりも、より相手の視点に

立った個別対応のニュアンスが強い。

受け手側の志向が多様化する現在に

あっては、客の気持ちを汲み取ろう

とする“おもてなしの心”は強みに

なり得る可能性はないだろうか。

「先日、韓国のテレビ局から取材を

受けました。『日本企業は“親切”

で儲けているようだが、本当か』と

いうテーマでした。韓国企業の多く

は、親切はコストと考えるようで、

親切よりも機能の追求にこだわりま

す。それへのアンチテーゼなのです

が、裏を返せば、日本企業の相手の

立場に立った“親切”は、海外でも

それなりに高い評価を受けている、

ということなのでしょう」

しかし、韓国企業がイメージする

“親切”を、日本企業のサービスの

強みだと限定するのは早計である。

「サービスの強みとは、お客さまが

決めるもの。ある人にとってはいい

サービスでも、別の人にとってはよ

くないサービスになり得る。そして、

同じ人でも、その人が置かれた状況

によっていいサービスかどうかは異

なることがあるのです」

高級旅館のかゆいところに手が届

くようなサービス。多くの人にとっ

ては心地いいものだが、なかには放

商品が陳列され価格が表示されて、

客が自分の判断で商品を自由に選択

することが可能になった。このよう

に、受容者側の自由な選択を可能に

したサービスの登場によって、サー

ビスの内容を決定する起点が、提供

側から受け手側に変わっていったの

である。「これがサービス産業の大

きな転換点」と内藤氏は言う。

20世紀半ば以降、サービスの受容

者側のライフスタイルや志向の多様

化、変化に合わせて、サービスの多

様化、変化も進む。飲食や小売りの

領域だけを見ても、百貨店やレスト

ランに加え、ファストフード、飲食

の宅配サービス、ファミリーレスト

ラン、スーパー、コンビニエンスス

トアなどさまざまな業態が登場し、

その細分化は留まるところを知らな

い。サービスの受容者は自らのニー

ズに合わせて、その時受けたいと思

うサービスを選択しているのである。

■ サービス産業化の変遷

出典：『サービス産業進化論』（内藤耕・赤松幹之著、生産性出版）を参考に編集部が作成

サービスの提供者がサービスの受
け手の生活現場に赴き、専門化さ
れたサービスを提供する

・往診
・食事の仕出し屋
・移動の屋台
・馬車　・行商

1対1でサービスを提供

サービスの専門化、高度化が進み、
サービスの受容者が提供場所に集
まるようになる

・専門医のいる医院、病院
・レストラン
・乗合馬車・鉄道
・個人店舗

提供場所の拠点化

より専門的なサービスが受けられ
るようになり、選択肢が広がる。
気遣いや待ち時間など煩わしさの
排除も含め、受容者の起点に立っ
たサービスを確立

・治療方法の専門分化
・レストランでは多様なメ
　ニューをそろえ、値段と
　ともにリスト化
・陳列し値段を明記して定
　価販売する百貨店

選択肢の拡大による、
受容者の主体的選択

変化 概要 例

（＊）サービス産業の歴史については、『サービス産業進化論』（内藤耕・赤松幹之著、生産性出版）を参考にした。
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っておいてほしい、と思う客もいる。

また、百貨店の丁寧な応対にいつも

は素晴らしさを感じても、急いでい

るときには煩わしく感じることもあ

る。常に主導権はサービスの受容者

側にあり、すべての企業が“親切”

的な“おもてなし”に舵を切ること

は、あまり意味がないはずだ。

「ファストフードは、いつでもどん

な店舗でも手早く一定の味が提供さ

れることを期待して来店する人が多

い。そんな人に『顔色が悪いからハ

ンバーガーに野菜をトッピングしま

しょうか』と言ったら、現場の判断

によって味が変わり、調理場も混乱

する。速さ、味ともに期待とは違う

サービスになってしまいます」

あくまで相手の視点に立つのであ

れば、企業がすべきこととは客に提

供できるサービスを明確にすること

であり、そのサービスを受けたいと

いう客の期待を裏切らないことだ。

「お客さまの要望をすべてかなえる 

“親切”を理念とするのか。あるい

は速さ、味など１点をとことん追求

し、それをよしとするお客さまを型

にはめていくのか。前者であれば一

般的にそのオペレーションはより複

雑化し、サービスは高額になります。

それを志向し、その対価を払えるお

客さまは少なくなるので、大きなチ

ェーン展開は難しい。後者は一般に

は大衆向け。サービスは規格化しや

すく、多店舗展開は比較的容易です。

これはどちらがいい、というのでは

なく、このようにサービスの理念を

決めたら、すべてがブレなく、一貫

していることこそ重要なのです」

内藤氏によれば、日本で飲食店が

ことになりかねない。

「それを避けるには、まずは決めた

理念を十分に一人ひとりに浸透させ

ること。なぜおじぎをするのか。な

ぜ店舗を清潔にするのか。なぜお客

さまの要望にすべて応えるのか。自

分がなすサービスの意味がわからな

ければ、“やらされ感”が生じます。

そして、その理念をマニュアルにし

て、それを徹底させることです」

「マニュアルというと、画一的なサ

ービスにだけ必要なものだという誤

解がある」と内藤氏は指摘する。し

かし、規格化された均一なサービス

を提供するにはもちろん、たとえ“お

客さまの要望をすべてかなえる”と

いう理念を採ったとしても、マニュ

アルは必要だと説く。

「マニュアルは作業手順書であると

同時に、品質管理の基準書でもある

のです。基準が見えれば異常が見え

る。提供側のやり方がバラバラだと、

お客さまに何をしたときに褒められ

たのか、あるいは叱られたのかがわ

からない。標準化され、それが徹底

されていれば、クレームが来たらマ

ニュアルを改善すればいい。マニュ

アルとは固定のためではなく、改善

のためのツールなのです」

ほかの店舗、ほかの国、たとえそ

れが地球の裏側でも、新人でも社長

でも、同じサービスを展開できなけ

れば、サービスにムラが生じて、客

の期待を裏切ることになる。

「いつでも、どこでも、誰でも、同

じ品質のサービスが提供できるのか。

それが可能な人材を育てられるのか。

グローバルで強みを発揮できるかは、

そこにかかっていると思います」

増えたのは、高度成長期以降だとい

う。それ以前は、外食といえば誕生

日や給料日など、せいぜい月に１度

か２度の“ハレ”の場だった。それ

が、女性も社会進出し、所得が向上

して外食は日常になった。飲食の領

域に限らず、人が多忙になり、豊か

になればなるほど、サービスは家庭

の外にアウトソーシングされ、日常

化されていったという。豊かになり

つつある新興国では、日本でアウト

ソース化され、規格化、システム化

されたサービスが強みを発揮する可

能性が十分ある。いわゆる“おもて

なし”的なサービスだけに注目する

ことは早計、と述べたのは、そうい

う理由からだ。そうした視点で見る

と、冒頭のような日本企業の成功事

例にも、顧客対応型のサービスと規

格化されたサービスの両方があるこ

とに気付く。

いつでもどこでも誰でも同じ 
質のサービスを提供できるか

サービスを実際に提供するのは現

場にいるサービス人材である。「サ

ービスの特性を別の視点でとらえれ

ば、その無形性、同時性、消滅性が

挙げられます。人の目に見える具体

的な形状を持たず、そのサービスが

提供されると同時に消滅するからで

す。日本でつくって中国で売ること

はできないし、在庫を持つこともで

きません」と、内藤氏は話す。しか

し、サービスの仕方をすべて現場に

委ねてしまえば、提供者によってサ

ービスの内容や品質にムラが生じて

しまい、結果的に客の期待を裏切る
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前項で「サービス」という領域に

おける日本ならびに日本企業の強み、

そして弱み、今後の可能性は見えて

きた。では、サービス経済化という

産業構造の転換は、日本企業に有利

に働くのだろうか。国際マクロ経済

論、日本経済論を専門とし、産業構

造の転換に伴う企業活性化について

詳しい学習院大学経済学部教授・宮

川努氏に話を聞いた。

まずは、「サービス経済化」につ

いてあらためて整理しておきたい。

一般的には、第一次産業、第二次産

業中心の経済から、第三次産業への

転換が進み、その割合が増していく

ことを指す。

「米国では1970年代には既にサー

ビス産業が全体の７割を超えていま

した。また、日本では1990年代に景

気の低迷と円高によって製造業が一

済発展につれて就業人口が第一次産

業、第二次産業、第三次産業へと移

るというぺティ＝クラークの法則か

らすれば、経済発展が先行したこの

２国のサービス経済化が早かったこ

とは当然といっていい。急速に経済

成長を遂げる、韓国や中国をはじめ

とする新興国でも、その転換は進ん

でいる。サービスという領域でも、

国際競争は激しさを増している。

海外売上比率10％以上の 
企業は生産性が向上

しかしながら、この国際競争で、

「特に2000年以降、日本企業は後れ

をとった」と宮川氏は指摘する。

「2000年前後に起こったIT革命は、

サービス業の可能性を大きく広げま

した。特にソフトウェア、金融、物

流はもちろん、アマゾンやウォルマ

ートなど流通・小売業もグローバル

でのネットワークを活用し、ビジネ

スを拡大していきました。日本は一

部の企業を除いて、サービスの領域

においてはマーケットを内需でしか

とらえていませんでした。生産性を

上げた企業の多くは、店舗の削減や

非正規雇用の増加がそれを支えたに

斉に生産拠点をアジアを中心とした

海外に移すことで、サービス経済化

が一気に進んだのです」と、宮川氏

は話す。宮川氏の研究によれば、付

加価値で見たとき、2005年の日本の

産業構造は、製造業が約23％。運輸・

通信、不動産、金融などを含めたサ

ービス業は約65％であり、バブルが

崩壊した1990年にはそれぞれ約30

％、約55％だったことから見れば、

かなり速いスピードで産業構造が変

わっているのがわかる。

さらに、製造した商品のアフター

サポートや使い方の提案、その商品

を含むシステムの構築などもサービ

スの領域に含まれるとすれば、より

多くの割合がサービス産業、という

ことになる。

世界的に見たとき、米国、日本は

サービス経済化の先行組である。経

宮川 努氏
学習院大学　経済学部　教授

サービス経済化という産業構造の転換によって、
日本企業が発揮できる強みは何か

Q

サービスのIT化、グローバル化には乗り遅れたが、

豊かな中間層向けのシステム輸出で逆転は可能だ
A

Miyagawa Tsutomu_1978年東京大学経
済学部卒業。日本開発銀行入行。ハーバ
ード大学国際問題研究所客員研究員、エ
ール大学経済成長センター客員研究員、
日本開発銀行設備投資研究所主任研究員、
一橋大学経済研究所助教授などを経て、
現職。著書に『円高の経済学』（共著、
東洋経済新報社）、『グラフィック　マク
ロ経済学』（新世社）、『2025年の日本経
済』（共編、日本経済新聞社）、『失われ
た10年の真因は何か』（共編、東洋経済
新報社）などがある。
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過ぎません。サービス産業もグロー

バル化なくして、成長はないのです」

それを裏付けるデータがある。宮

川氏も調査・執筆に関わった「生産

性白書2010年版」（日本生産性本部）

によれば、海外売上比率別にみた労

働生産性では、サービス産業におい

て海外売上比率が10％を下回る企

業グループは2009年度の生産性が

業種平均を１割以上下回り、10％を

超えると、ほぼ１割上回っている（右

図参照）。2000年度との比較では、

10％未満の企業は生産性を大きく

下げた、という結果が出たのである。

日本の標準レベルの 
サービスで世界と戦える

しかし、グローバル化に乗り遅れ

た日本企業に、巻き返す可能性はあ

るのだろうか。宮川氏は「十分ある」

と強調する。

「他国よりも優れた、質の高いサー

ビスの輸出こそ、日本企業が強みを

発揮できる領域だと思います。日本

の質の高いサービスといっても、い

わゆる日本的な“和”のおもてなし

だけではありません。日本企業が日

本の消費者のなかで磨いてきた、日

本では標準レベルのサービスですら、

十分戦える可能性があります」

その理由を宮川氏はこう説明して

くれた。経済発展のなかで、日本に

は早くから“中間層”が増えた。日

本は、西洋のような階級社会ではな

い。だから豊かな中間層向けに、西

洋のハイクラス向けのサービスが大

衆化された。それを当然のように享

受してきた日本の消費者は、ある意

宮川氏は、企業のグローバル化、

すなわち海外直接投資を「その企業

が他国より優れている製品、サービ

スを生み出すシステムを輸出するこ

と」と言い換える。マクドナルドは

ファストフードというシステムを、

ピザハットはピザの宅配というシス

テムを、世界に輸出してきた。既述

の通り、日本企業も多くの優れたシ

ステムを生み出してきた。

「自社の製品やサービスそのもので

はなく、それによって提供できる他

国よりも優れたシステムは何か。そ

れが自社のグローバル化の強みを発

見できるきっかけになるのです」

味“うるさい”。そこで磨かれたサ

ービス、そしてそれを提供するノウ

ハウは、世界のなかでもトップクラ

スであり、急速に中間層が増えてき

た新興国でのニーズが高い、という

のである。

「たとえば、ボディガードを雇用す

るのは、西洋では一部の高所得者層

だけです。しかし、集団で雇用すれ

ば安価で済む。何か起これば、専属

ではないが“ボディガード”が飛ん

でくる。ITを駆使し、知恵を絞っ

てそれを実現したのが日本の警備会

社であり、アジアでその存在感を増

す企業が出てきました」

■■ 労働生産性（2000年度／相対水準）　■■ 労働生産性（2009年度／相対水準）

■ サービス産業・海外売上比率別にみた労働生産性
（業種平均を1とした相対水準）
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海外展開の進んでいる企業は生産性が着実に上昇し、業種平均を上回る水準と
なっているのに対し、内需中心の企業では生産性が相対的に低下。サービス産
業の場合、10％が境となっているが、製造業は40％を境に同じ傾向がみられる。

出典：「生産性白書2010年版」（日本生産性本部）

※サービス産業に属する上場企業（単独決算ベース、持ち株会社を除く）のうち、海
外売り上げが計上されている68社（2009年度）、56社（2000年度）について集計。

■ サービス産業・海外売上比率別にみた労働生産性の変化
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“サービス経済化”は、モノよりも

サービスが求められる時代になると

いうことであるから、製造業にとっ

て無縁のはずはない。サービス経済

化によって製造業はどんな変化を突

き付けられているのだろうか。製造

業のサービス化に詳しい東レ経営研

究所産業経済調査部長、チーフ・エ

コノミストの増田貴司氏は、「日本

企業の技術至上主義をいよいよ捨て

る時だ」と指摘する。

「経済のサービス化は、30年前から

進行していました。しかし、リーマ

ンショック後の経営環境の変化によ

って、製造業にとってサービス化へ

の対応が急務となったのです」

リーマンショックで、日本の製造

業は大打撃を受けた。日本はモノづ

くりが強いため、世界中の顧客が日

本企業の製品や部材を大量に買って

韓国、中国、台湾など新興国の企業

が、安くて魅力的な商品を大量に生

産し始めた。新興国企業が先進国メ

ーカーの手ごわいライバルに成長し

てきたのである。

市場が拡大するとシェアを 
下げる日本の製品

「いいモノをつくれば、必ず世界で

売れるはず。日本企業にはこうした

技術至上主義が根強く存在していま

す。だから高度先端技術を磨き、高

付加価値製品をいち早く開発するこ

とだけに集中して、ひた走ってきた

わけです。でも、今やこのやり方が

通用しなくなってきました」

日本企業は技術の先進性や製品開

発力では今も世界のトップクラスで

ある。カーナビやリチウムイオン電

池、DVDプレーヤーは、いずれも

日本が世界に先駆けて開発した製品

で、当初は日本企業が100％近い世

界シェアを獲得した。しかし問題は、

これらの製品が普及して世界市場が

拡大する局面になると、あっという

間に日本企業のシェアが低下してし

まうことだ。数年で５割を切る製品

も少なくなく（＊）、これでは投入した

くれていた。これは“実需”と考え

られていたのだが、実は米国の過剰

消費によって膨張していた“バブル”

だったことが、リーマンショック後

に明らかになった。バブルがはじけ

ると、世界全体の需要がたった数カ

月のうちに４割も縮小した。日本の

製造業にとっては、一瞬のうちに売

り先の４割を失ったわけである。

「その後、世界経済は回復基調に戻

り、製造業の業績も持ち直しつつあ

ります。しかし、企業を取り巻く環

境はリーマンショック前とは一変し

ていることに注意が必要です」

増田氏がいちばん大きな変化とし

て挙げるのは、新興国の台頭である。

新興国が世界経済をけん引する構図

が定着し、世界のビジネスの主戦場

は従来の先進国から新興国市場にシ

フトしつつある。それだけではなく、

増田貴司氏
東レ経営研究所　
産業経済調査部長　チーフ・エコノミスト

経済のサービス化によって、日本の製造業は
どんな変化を求められているのか

Q

新興国の台頭でモノ余り時代が到来。製造業も

モノだけでなくサービスを売る取り組みが必要
A

Masuda Takashi_京都大学経済学部卒
業。日本債券信用銀行 経済調査課長
などを経て、2000年東レ経営研究所
入社。2002年より現職。QUICK「エ
コノミスト情報」のコメンテーター。
日本経済新聞夕刊コラム ｢十字路｣ の
レギュラー執筆者。メーカー系エコノ
ミストとして、マクロ経済やモノづく
りに関する論説も発信。共著に『日本
のモノづくり58の論点―持続的繁
栄を築く思想』（JIPMソリューション）。
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多額の開発費が回収できない。

「技術で勝ってビジネスで負ける」。

日本の製造業の今を映す言葉だ。特

に新興国市場では、日本企業がつく

る先端技術を駆使した高付加価値商

品が求められないことが多く、彼ら

のニーズに合った商品をつくる新興

国企業に、シェアを食われていく。

「以前は、低価格競争に陥りやすい

新興国の中間層市場にはあえて参入

せず、彼らが日本企業の高価格・高

機能の商品に価値を見出す顧客に育

ってから狙い撃ちするという“待ち

伏せ戦略”をとる日本企業が多かっ

たのです。しかし、先進国と違って

今の新興国の若い世代には、“日本

製品”に対する崇拝はなく、日本ブ

ランドがほとんど知られていません。

この状況では、最初に新興国の商品

を買った消費者が、所得が上がれば

日本の商品を欲しがるようになると

期待するのは甘すぎます」

これに気付き、“待ち伏せ戦略”

を転換して、先進国・富裕層市場と

化を遂げていく可能性が高い（上表）。

「そもそも、日本はサービスに強み

のある国だ」と、増田氏は断言する。

「教えなくても、サービスの精神が

我々の底流に流れています。たとえ

ば、電車のドアに“ゆるキャラ”を

使って、『指をはさまないでね』と

示す。そうすれば、最も注目してほ

しい子どもの注目度が上がる。こう

した相手の立場に立った、いわば“お

もてなしの心”をモノづくりやそれ

を使った事業づくりに活かせれば、

勝機は必ずあります」

では、そのような日本の強みをグ

ローバルで発揮するために、企業は

どのような人材育成をすべきなのだ

ろうか。増田氏は、「優れた技術や

製品をどうやって売るのかという

“売る仕掛け”をつくることのでき

る人材の育成が急務だ」と話す。

「日本企業が技術力を収益につなげ

るためには、現場で顧客と対峙し、

顧客のニーズを深く理解できる人材

の強化も図るべきです」

新興国中間層市場の両方を攻略する

“両面作戦”をとる企業が増えてき

た。開発やマーケティングを新興国

で行い、現地のニーズを強く反映す

る商品づくりに乗り出し、成果をあ

げる日本企業も出てきたという。

日本人には教えなくても 
サービスの精神がある

増田氏はこうした取り組みを評価

する一方で、「新興国が低コストで

工業製品を量産できる“モノ余り時

代”には、顧客の求める価値は、商

品そのものでなく、商品を使った問

題解決に移っていきます。だから、

製造業も、サービスを売るビジネス

に注力すべきだ」と強調する。

増田氏によれば、モノの価値だけ

でなくサービスの価値で勝負してい

る製造業の取り組み事例には、いく

つかパターンがある。今後も製造業

がさまざまなサービスの提供を通じ

て顧客に満足感を売るビジネスが進

（＊）小川紘一氏「プロダクト・イノベーションからビジネスモデル・イノベーションへ」
（IAM Discussion Paper Series#001）を基に増田氏が分析。

自社の中古製品の市場を形成し、サービス網を整備して、まずは中古品でエントリー顧客を獲得。メンテナンスを含めたトータル
なコスト面での優位性を理解する顧客に育てる。

中古製品の販売

自動車などの耐久消費財も、付帯サービスを含めた事業展開が進む。たとえば電気自動車の普及によって、車両や、日進月歩で進
化するリチウムイオン電池のリースなど、モノではなくサービスを購入するビジネスに変わっていく可能性が大きい。

耐久消費財のメンテナンス、
ファイナンスを含めたサービス化

製品が複雑化し、開発がスピードを要求されるなかで、製造段階や出荷段階では見つけられない不具合が増えている。品質保証の
部隊を常駐させるコールセンターをつくるなど、顧客の声を集めてともに品質向上を行う仕組みを構築する。

顧客とともに行う品質保証サービス

低価格競争に陥らないために、製品の機能やスペックによる価値ではなく、簡単に模倣できない「意味的価値」を生み出して差異
化する。きめ細かなカウンセリング販売などで、顧客の心の琴線に触れる価値を生み出すのがその一例である。

「意味的価値」を生み出すサービス

「保守」という設計機能レベルへの復帰ではなく、手入れをして顧客がなじんだ状態に復帰させることを目指すのが補修サービス
である。顧客の癖や使用状況などをすべて勘案して顧客の課題解決を図り、顧客の満足度を高めていく。

補修サービス

顧客に販売した製品の健康状態を常時監視し、そのデータを解析することで、常に最適な状態で製品を利用することを支援するサ
ービス体制を構築する。製品自体は安価でも、サービスで利益を獲得したり、生涯顧客として囲い込みができる可能性が出てくる。

ITを活用した顧客行動の
「見える化」とソリューション提供

出所：「進む『製造業のサービス化』」（増田貴司、東レ経営研究所『TBR 産業経済の論点』2011年1月）を基に、編集部が作成

■ 製造業のサービス化の広がりと今後の可能性
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ここまで、世界的なサービス経済

化のなかで、日本企業が求められる

変化について論じてきた。では、そ

の変化に対峙していく人材をどのよ

うに育てるべきかを、法政大学名誉

教授・小池和男氏に聞いた。

「グローバル展開における人材育成

を知るには、戦前からの歴史を振り

返るべき」と小池氏は言う。第二次

世界大戦以前の日本企業の海外進出

といえば、紡績業が筆頭に挙げられ

る。進出地は地理的にも近い中国・

上海が多かった。小池氏によれば、

歴史をひも解くと、日系紡績企業の

上海進出は1920年前後だったとい

日系企業の“勝利”に関しては、

戦前からさまざまな研究が展開され

た。１つは、欧米諸国と比べて国家

的バックアップが大きかった、とい

う論だ。しかし、国営企業でもなく、

政府からの援助もなかったし、確か

に日本軍は駐屯していたが、英米の

ほうが圧倒的に多く、上海行政府は

英国人が握り、公用語は英語だった。

「だからこれは高成長の論拠とはな

らない」と、小池氏は指摘する。

また、一部を除いて他国の企業も、

技術に先んじていた英米の機械を購

入していた。つまり生産設備はほと

んど変わりない、と言っても過言で

はない。「諸条件を勘案すると、勝

ち負けを決めたのは、“人”としか

いいようがない」と言うのである。

戦前から多くの日本人を 
現地人材育成のために派遣

「“人”といっても、高度な技術を

持つ外国人技術者を雇用したわけで

はありません。また日本は後発組で

あり、その地の優秀なエリートの採

用はむつかしい。日本企業が活用し

たのは中国の庶民であり、彼らの育

成に力を注いだ結果、高い成長を実

う。19世紀の終わりに日清戦争で中

国に勝ち、そこで工場建設の許可も

獲得するが、日系企業は当初、進出

しなかった。その状況を見た欧米列

強の紡績企業が日系企業に先んじて

工場を建設した。そこから遅れるこ

と約20年、大手紡績企業10社のう

ち、８社が相次いで進出を決めた。

日本は後発組だったというわけだ。

「競合は英国、米国、ドイツなど欧

米系の企業、そのほか中国の企業も

ありました。そのなかで、日本企業

は日中戦争開戦直前の1936年まで

の間に高い業績をあげ、他国の企業

の成長率を凌駕したのです」

小池和男氏
法政大学　名誉教授

日本企業の海外現地人材育成の仕組みは、
サービス人材の育成でも活かせるか

Q

経験の幅と深みを持った“インストラクター”が

現地で“中堅層”を育てる仕組みは機能する
A

中国・上海の中心部にある外灘地区。現在は観光地の1つになっているが、始まり
は19世紀後半の英国租界であり、1854年に英国・米国租界が合同し、共同租界と
なった。西洋建築群はその名残で、当時の欧米列強の影響の強さを今も見てとれる。
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現したと私は考えています」

当時の記録から、日本から優秀な

製造技術者とベテランの生産労働者、

すなわち“中堅層”を中国に派遣し、

インストラクターとして中国人の訓

練にあたらせていたことがわかって

いる。ここには、女性工員も含まれ

ていた。逆に、日本の工場に中国人

の優秀な工員を連れてきて、研修し

たこともあった。

「マニュアルをつくって、それを導

入するだけでは生産性は上がりませ

んでした。繊維は、温度、湿度の微

妙な違いで糸が切れたりします。さ

らに日本企業の場合、混綿といって、

世界各地から購入した綿花を混ぜて

繊維を織るので、その混ぜ具合によ

っても糸が切れる度合いが変わる。

臨機応変な機械の調節が必要だった

のです。だから日本人の優秀な技術

者、現場の生産労働者が現地でOJT

をすることに意味がありました」

なお、日本国内綿紡績は短勤続で、

技能の高い女性生産労働者がいるは

ずがないといわれてきたが、３年以

上勤続が４割、５年以上が２割と、

長期勤続者も多くいた。日本国内企

業の機械１台当たりの生産能力は英

国を越えた。

日本は第二次世界大戦に敗戦し、

中国に展開していた工場はすべて没

収となる。戦後、米国による占領を

経て、日系企業は再び海外に進出し

ていった。しかし、それは既に紡績

業ではなく、電機、自動車といった

重工業が中心だった。

「つまり、戦前の紡績業とはなんら

連続性がありません。それにもかか

わらず、優秀な製造技術者や生産労

技能を高めていく。技能を高めると

は、どういうことか。もちろん、製

造現場には一定の手順を示したマニ

ュアルがある。しかし、マニュアル

に書かれていない問題が次々と起こ

る。そうした問題を解決できるよう

に、育成していくのである。

「マニュアルを越えて、ちょっと工

夫したり、機械がトラブルを起こし

たときに手を出していいと言う。す

ると、メンテナンスを呼ばずに自分

で解決しようとする。日本の工場で

はよく見かける風景ですが、これを

米国、英国、タイの生産労働者たち

もいきいきとやっていた。問題解決

ができるようになると、ワンランク

高い賃金を払ったことも、モチベー

ションの源泉になっていったのでし

ょう」

どの国の現場でも、製造技術者、

技能上位の生産労働者は新製品の設

計に対してすら意見を言う。設計技

術者は、大学院修了者であるのに対

し、製造技術者、生産労働者は高卒、

高専卒がほとんどだ。製品設計を学

んでいない。しかし現場での量産経

験が彼らを支え、「この設計ではつ

くりにくい」「不具合が出やすい」

「こう変えてほしい」と提案すると

いうのだ。

働者という“中堅層”を海外に派遣

し、生産ラインの展開と現地人材の

育成にあたる、という同様の手法を

とってきたのです」

製造技術者、生産労働者が 
設計にまで“口を出す”

日本の海外企業の業績はあまり高

くない、と言われてきたが、小池氏

の分析はそれを否定する。「海外直

接投資の収益率（＊）を算出すると、

2000年代を概観したとき、世界一高

い英国では概ね10％を超えます。日

本は５％から７％の間。英国よりは

低いが、米国に近く、ドイツ、フラ

ンス、イタリアよりも高い」という。

小池氏は日本特有の現地人材育成の

仕組みが「戦前と同様、戦後も日本

企業の海外における収益率の高さを

支えているのではないか」と考える。

小池氏は、ある自動車メーカーの

日本、米国、英国、タイにおける製

造現場の人材について、聞き取り調

査による研究を重ねた。特徴的だっ

たのが、既述の日本、海外それぞれ

の“中堅層”の育成と活用だった。

戦前の紡績業と同様に、現地に“イ

ンストラクター”を派遣する。彼ら

が現地の製造技術者、生産労働者の

Koike Kazuo_東京大学教養学部卒業、
同大学院経済学研究科博士取得。東京
大学助手、法政大学助教授、名古屋大
学教授、京都大学経済研究所所長、法
政大学大学院教授などを歴任。主な著
書に『人材形成の国際比較――東南ア
ジアと日本』（共著、東洋経済新報社）、

『仕事の経済学　第3版』（東洋経済新
報社）、『海外日本企業の人材形成』（東
洋経済新報社）などがある。

（＊）海外直接投資の収益率は、IMFの国際収支統計を基に、直接投資
からの収益額／海外直接投資残高（海外投資の大きさ）で小池氏が算出。



「海外でこうした優秀な中堅層を育

てていくには、 優秀な“インストラ

クター”が重要なのは言うまでもあ

りません。つまり、日本国内での人

材育成が礎になる、ということです」

小池氏は、自動車の最終組み立て

ラインを例に説明する。世界に輸出

する自動車を１つのラインで製造す

るので、同じ車種でも１つの部品に

ついて、その種類が数十に上ること

がある。これを数十秒の間に間違え

ずに取り付けるには、熟練が必要だ。

他国の企業の生産ラインでは、数十

の部品をすべて付け終わった後、最

後に検査ステーションで確認するこ

とが多い。ここで不具合が発見され

たとき、すべてバラさなければ不具

合の原因が、どこの誤品や欠品かわ

からない。しかし、日本の企業では、

自分の前に取り付けられた誤品や欠

品にすぐ気付く人材が育っている。

そのカギは、育成方法にある。組

み立てのラインで、たとえば右ドア

の取り付けなど、１つのポジション

をそれぞれ半年から１年は担当する。

隣り合ったポジションを経験してい

れば、一目で前のポジションの誤品

や欠品に気付くなど、生産現場で起

こる問題を発見できるようになる。

約15のポジションがあれば、８年か

ら10年かけて、すべてのポジション

を経験し、さらにエンジンの組み立

てラインなど、近い部署も経験させ

る。すると、製造の大きな流れがわ

かる人材に育つ。

「このようにして、経験の幅を広げ、

さらにそれぞれのポジションで日々

起こる問題の解決にあたり、経験の

深さが加わっていく。そうやって育

人数を擁する、という企業が多い。

日本企業は急にそうならないだろう

が、国内：海外が１：２という企業

も既にある。近い将来、１：４くらい

の割合になる、と小池氏は予測する。

たとえば、国内の従業員１万人に

対し、海外法人の従業員が４万人の

企業があったとしよう。本国からの

長期派遣者の割合は、海外法人の従

業員の0.7％程度。これは国際相場

だという。つまり、４万人×0.7％

＝280人である。これらの人材がず

っと海外にいるわけではないから、

彼らが在職期間の５分の１を海外で

過ごすとするならば、約５倍の1400

人という人数が必要になる。さらに、

それを上回る短期派遣者も必要であ

る。製造業でいえば、生産ラインの

切り替え、サービス業でいえば新店

の立ち上げ、新しい業態の投入など

にあたる。これを海外法人の従業員

の２％として試算すると、４万人で

あれば800人。これも１人の短期派

遣の合計を、在職期間の５分の１と

多く見積もっても、５倍の人数が必

要になり、4000人を要することにな

る。すると、海外事業に何らかの形

で携わる人材は合計5400人程度と

なり、１万人の国内従業員の過半を

占める。

さらに、小池氏が述べた海外派遣

者に求められる経験、スキルから見

れば、必要なのは決して語学力だけ

ではない。日々発生する問題や変化

に対応する能力の習得が欠かせない。

それに10年を要すると仮定すると、

それだけ長く１社に継続して勤務す

るサービス人材がどの程度いるか。

企業はそこに向き合わねばならない。

った人材が海外に出て、同じような

育成のプロセスを再現し、優秀な中

堅層の育成に寄与するのです」

海外直接投資が増えれば 
国内従業員の過半が海外人材に

サービス経済化の流れのなかで、

日本企業は現地でサービスを担う人

材の育成を求められている。「この

ような育成方法は、モノづくりだけ

ではなく、サービスを担う人材にも

十分適用できるはずだ」と小池氏は

言う。

「製造業も、サービス業も、仕事の

流れを大きくつかむことが問題解決

の基本である、という点では同じで

す。また、日々顧客と向き合い、完

全なマニュアル化ができないことも

共通点。たえず前例のないことが起

こるという分野の人材育成は、日本

は強いはずなのです」

マニュアルはもちろん必要である。

しかし、日本企業の強みとなってき

たのは、マニュアルにない日々起こ

る変化や問題の解決を、一部の上の

層だけでなく多くの人ができるよう

に育てていることだというのだ。

小池氏が指摘する大きな問題の１

つは、海外直接投資が今後、増えれ

ば増えるほど、膨大な数のそうした

人材が必要になるということだ。「試

算に過ぎないが、日本国内で働く人

材の過半は、海外で“インストラク

ター”の役割を果たさなければなら

ない可能性がある」というのである。

海外直接投資が世界一多い英国の

企業では、国内の従業員が3000人、

海外法人が３万人と、国内の10倍の
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このSECTION１では、「世界的

なサービス経済化のなかで、日本企

業は価値を発揮できるか」という問

い掛けをした。まずは、この問いに

対する解を考察したい。

そもそも、日本企業が発揮できる

“強み”とは何か、である。

質の高いサービスが日常的に 

提供されている日本

私たちは取材を始める前に、ぼん

やりと“おもてなし”に象徴される

高級旅館が育んできたようなサービ

スが、日本の強みではないか、と考

えていた。言うまでもなく、それは

高く評価されている。既述のように

石川県の旅館・加賀屋は台湾に進出

を果たし、上海万博では日本産業館

のサービスの質の高さが大きな話題

を呼んだ。

しかし、日本で育まれたサービス

の強みは、それだけではないようだ。

学習院大学・宮川努氏の指摘通り、

日本は世界でも経済のサービス化に

先行した国の一つである。そして、

所得が増えた大量の中間層向けに、

欧米の、本来であれば高級な、高い

お金を払わなければ手に入らないサ

ービスの大衆化を実現した。警備サ

ービス、宅配サービス、飲食店、小

売店での販売時のサービス……欧米

諸国においては、高額な対価を支払

わなければ、質の高いサービスを受

けられないことも少なくない。筆者

の狭い経験の話で恐縮だが、フラン

ス・パリのスーパーでは、レジを担

当するスタッフ同士がお客をそっち

のけでおしゃべりをしていたり、パ

ンを食べながらレジを打つ……など

というのは、それほど珍しい光景で

はない。郵便局や銀行では、たとえ

どんなに人が並んでいても営業時間

終了とともに、窓口はピッタリと閉

じる。宅配をお願いしても、期日通

りに届かない。飲食店のサービスは、

その主人やサービス人材の人柄が色

濃く反映され、サービスの質のばら

つきはとても大きい。もちろん、日

本にいても同じようなことは起こり

得る。しかし、私たちが海外に行き、

そのサービスに対して文句を言った

り、イライラすることが多いのは、

対価の多寡を問わず、質の高いサー

ビスを日常的に提供されていること

の証左ではないか。

これを提供する側の視点で見れば、

日本企業が大衆向けに提供してきた

サービスの質は平均して高い、とい

うことだ。所得が向上し、急速にサ

ービス化が進む新興国において、大

衆化された質の高いサービスは、大

きな強みになる可能性は高い。

どんな客にどんなサービスで 

満足感を与えていくのか

誤解してはならないこともある。

質の高いサービスというと、丁寧な

言葉遣いやマナー、お客の要望に常

に応える姿勢、フレンドリーな笑顔

……このような接客対応だけではな

い。冒頭に書いたように、編集部が

取材の開始時に持ったイメージがま

さにこれであった。しかし、「サー

ビスとは人が人のために何かを行う

こと、力を尽くすこと」（独立行政

法人産業技術総合研究所・内藤耕氏）

であり、常に相手の視点に立つこと

が重要なのであれば、人によって、

状況によって質の高いサービスは異

なる。客の要望はさまざまなのだか

ら、企業が常に考えるべきは、客に

提供できるサービスを明確にするこ

とであり、そのサービスを受けたい

という客の期待を裏切らないことで

ある。

定時運行、確実な納期、安全・安

心、スピード、低価格……これらを

確実に提供できるならば、それも質

の高いサービスにほかならない。た

とえば家具店。客の要望を聞きなが

ら、広いフロアを案内し、トータル

コーディネートすることを売りにす

る店がある。一方、ある店は、広大

な店舗にダンボール詰めされた家具

が並んでいるだけ。その代わり、商

品は驚くほど安価だ。前者の強みは、

ライフスタイルに合ったトータルコ

ーディネートであり、後者は言うま

でもなく低価格なことだ。どちらも、

日本で培った強みを現地で展開する
膨大な数のサービス人材をいかに育成するのか

Text = 入倉由理子
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それを求める客にとっては、質の高

いサービスである。東レ経営研究所・

増田貴司氏は、製造業も「さまざま

なサービスの提供を通じて、満足感

を得るビジネスに進化を遂げていく

可能性が高い」と指摘した。内藤氏

からも、どんな産業においても、ど

んな客に、どんなサービスで満足感

を与えていくのか、その軸を定める

ことが重要だという学びを得た。

つまり、世界に展開していくにあ

たっては、日本的なサービスが強い

というとらえ方をしてもあまり意味

がない。それぞれの企業が追求すべ

きは、客に満足感を与えられる“我

が社型”のサービスの強みである。

現地人材の考え方、行動特性を 

知らずに人材育成はできない

しかし、グローバルで展開するな

らば、国や地域、そこで育った国民

性の違いを考慮せざるを得ない。客

に満足感を与えるには、その国の客

を知らなければならない。

また、サービスを担うのは、ほと

んどが現地の人材だ。内藤氏は、「多

店舗で展開するには、サービスの理

念に沿って、どこでも、誰でも、ブ

レなく同じ質のサービスを提供でき

ること」だと指摘した。異なる国で

同質のサービスを現地人材に担って

もらおうとするならば、彼らのもの

の考え方や行動様式、特にサービス

に対する考え方、どんなサービスを

受けてきたのかという経験を知らず

に、人材育成はしにくいはずだ。

日本国内においても、多くのマネ

ジャーが若手に対して「何を考えて

いるかわからない」と言い、育成に

苦しむ姿をよく見る。相手を知らな

くては、同じようなことが起こりか

ねないし、実際に、現地人材育成に

悩む声を、本特集のリサーチ中に数

多く聞いた。

海外で成功する企業の 

サービス人材育成のカギとは

海外展開においては、サービスの

仕組みをつくる現地での事業創造人

材が必要であることは、宮川氏、増

田氏ともに指摘している。

一方で、世界で高いプレゼンスを

発揮してきた日本の製造業では、戦

前から一貫して日本人、外国人を問

わず、中堅層の育成がその強みの源

泉だった可能性を、法政大学・小池

和男氏から学んだ。先に述べた通り、

サービスの現場を担うのは現地人材

であり、その人数は膨大な数に及ぶ。

彼らの育成なしには、ブレなく、質

の高いサービスを提供することは不

可能である。

私たちは後者、つまり現地人材育

成をテーマに、海外でサービスとい

う領域において成功している企業を

取材することを選択した。場所は、

中国の北京と上海である。急速に所

得が伸び、急速にサービス経済化が

進む地であり、サービスという意識

が根付いていない、といわれてきた

国でもある。ここで伸びている企業

は、どのような人材育成をしている

のか。そんな問いを持って、中国に

行った。

SECTION1での取材を経て、私

たちは下記のような仮説を持って

SECTION２の企業取材に臨んだ。

1．サービスという領域で成功して

いる企業は、日本にあっても、他社

に劣らぬバリュー、コンセプト、仕

組みを確立した企業である。

2．サービスを担う人材育成に成功

している企業は、ブレなく誰でもそ

の企業のバリューを礎にしたサービ

スを提供できるように、日本での人

材育成の方法にも強みを持つ、ある

いは、工夫を重ねている企業である。

3．マニュアルはあるが、それを有

能なインストラクターが伝え、さら

にそれを現地で現地の形に昇華させ

ようとしている。そのインストラク

ターは、日本や現地で多様かつ豊富

な経験を持つ人材である。

取材させていただいた企業は6社。

ヤマト運輸、資生堂、ファミリーマ

ート、良品計画の４社は、日本の大

手企業の現地サービス人材の育成の

事例として、そして、FURNITURE 

LABO、インフィクスの２社は、い

わゆるサービス産業ではないが、ク

リエイティブな見えない技、強みを

現地人材に伝えることに成功してい

る企業として、それぞれ話を聞いた。

彼らが腰を据えて現地人材の育成

に取り組むその手法、姿勢は、多く

の示唆に富む。

同じ日系企業、同じ業種でも、サ

ービスの質の差に驚いた経験を「は

じめに」で書いた。日本ではどちら

の会社も、素晴らしいサービスを実

現している企業だが、海外ではその

差は歴然としていた。その差が生ま

れる要因の１つ、現地人材の育成の

カギはどこにあるのだろうか。
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［中国事例レポート］
サービス人材育成で
価値を高める日本企業

SECTION 2

所得の向上により、膨大な中間層が生まれつつある新興国。なかでも、

既に“世界の工場”から巨大な“消費市場”に変化を遂げた中国の上海

と北京を編集部は訪れた。そこには日本で培ったサービスという価値を

武器に高いプレゼンスを上げる日本企業があった。サービスを担う現地

人材の育成は、どのように行われているのか。その実際をレポートする。

中国の家具工場の一角。その工場は、清潔
そのもの。「中国の工場に、清潔さを浸透
させるのは難しい」。この工場を見ると、
よくいわれるそんな言葉が吹き飛んでしま
う。そして、育成のチカラを実感する。

Text = 入倉由理子　　Photo = 海原修平
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ヤマト運輸は宅急便を「ソリュー

ション型のオンリーワンビジネス」

と定義づける。その誕生と発展は、

日本の物流の概念を変えたと言って

も過言ではない。“正確”“緻密”“便

利”な日本企業の強みを端的に体現

したサービスといえるだろう。同社

は今、このサービスをアジアに展開

しようとしている。2010年を「アジ

ア進出元年」と位置づけ、同年１月、

中国・上海とシンガポールで宅急便

の事業をスタートした。

上海市南西郊外、松江区にある営

業拠点では新規採用セールスドライ

バー（以下SD）の研修が行われて

いる。上海のSDは現在約200人。荷

物の扱いが急増しているため、継続

的に採用活動を行っている。新人研

修は毎週１回、参加者は10人程度、

の話に素直に頷く姿が印象的だ。斜

に構えたような姿勢は窺えない。

グロ―バル営業部SDインストラ

クターの井上裕一氏は「日々の接客

でSDたちは、他社にはない先進的

な仕組みやサービスをお客さまに知

ってほしいと強く感じています。そ

の過程で自分も新たな知識や経験を

得て成長したいと願っているんです

ね。日本国内でもSDの育成に携わ

ってきましたが、中国もまったく同

じで、特に難しいとは感じていませ

ん」と話す。

やっていることは同じ 
日本の基準をアジアでも

ヤマト運輸が目指すのは宅急便と

いうトータルな「仕組み」を中国で

も実現することだ。この仕組みには

「運送行為は委託者の意思の延長と

知るべし」という、1931年制定の同

社社訓に裏打ちされた緻密で質の高

いサービスが詰まっている。これを

グローバルに展開する。「宅急便も

どき」では意味がない。そのために

は何をすることが必要かを考え、現

場で実行することから同社の世界に

向けた歩みは始まった。

「やっていることはまったく同じ。

多いときには30人近くになること

もある。この日、行われていたのは

導入の基本研修だった。

「宅急便コレクトサービス（代金引

き換え）で、お客さまを訪ねる前に

必要なことは何ですか？」

日本人のSDインストラクターの

質問に、受講者の手が一斉に挙がる。

「事前に電話をします」「そうです

ね。その時に大切なことは何です

か？」「挨拶と自分の名前を名乗る

こと。金額を伝えること、訪問可能

な時間を聞くことです」

そして、その場でSDと顧客に扮

して電話のやりとりを再現させる。

「毎日１人でも多くのお客さまに宅

急便の素晴らしさを体験していただ

いて、ヤマト運輸の名前を広めてい

きましょう」。SDインストラクター

サービス品質は変えない。宅急便の仕組みを
支える「ヤマトの精神」を体で伝える

ヤマト運輸（雅瑪多（中国）運輸有限公司）

REPORT 1
現場の競争力を伝えられる人材を送り込む

グローバル営業部　
係長

熱海圭一郎氏
グローバル営業部

小林美貴氏

事業概要／宅急便・クロネコメー
ル便を中心とした一般消費者・企
業向け小口貨物輸送サービス事業
創立／1919年（中国法人は2009
年）　従業員数／13万6906名

（2010年3月15日現在）、中国法
人は595名　売上高／1兆2008
億34百万円 （2011年3月期連結）

会社概要
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クール宅急便も時間帯お届けもあり

ます。サービスの品質は変えません。

日本で行われている宅急便のサービ

スレベルを海外でも標準にし、それ

を適用します」とグローバル営業部

係長の熱海圭一郎氏は話す。

そのために必要なことは、同社の

経営理念や宅急便という商品の意味

やそこに込められた考え方、「安全」

の大切さなどを理解し、現場でそれ

を継続的に実行できる人を育てるこ

とにある。いわば宅急便という「文

化」の輸出と言ってもいい。ヤマト

運輸はどのようにそれに取り組んで

いるのだろうか。

人材育成の考え方は基本的に日本

と同じだ。しかし、日本は集合研修

「最初は毎朝の社訓と経営理念の唱

和も声が小さかったのですが、今で

は声も大きくなり、発声もそろって

きました。同僚にも会ったら挨拶を

する、会釈するときには帽子を取る

など、基本的な行動が自然と出るよ

うになりました」と熱海氏は当時を

振り返る。事業開始から１年経った

現在は、現場のOJTも含むようにな

ったが、研修期間の長さ、内容の丁

寧さは変わりない。

 育成のカギ握る現場の指導 
センター長は全員が中国人

組織の構成は、現場に最も近い単

位として「センター」があり、そこ

１週間の後、すぐに現場でのOJT

に入るのに対し、上海での事業開始

前、最初の研修は60日間という長期

間にわたり、基本理念の学習を皮切

りに、商品説明、接客、集配のオペ

レーション、安全の意識付けをSD

インストラクターが指導した。

「日本での研修と異なる点は、受け

る人たちがクロネコヤマトのサービ

スを使ったことがないこと。だから

こそ、当社が大切にするサービスや

安全に関する丁寧な指導が必要なの

です」と、開業前、自らも上海に応

援派遣で赴任し、電話オペレーター

の採用・育成に携わったグローバル

営業部の小林美貴氏は言う。こうし

た丁寧な研修はかなり効果的だった。

導入研修は上海市松江区の研修センターでの1週間の座学に
始まる。まずはヤマト運輸の理念、商品の説明、使用する端
末の使い方などを指導する。

グループワークやロールプレイングも取り入れている。教え
方は、反応を見ながら変えている。インストラクターが見本
を見せ、やらせ、シチュエーションを変えてまた繰り返す。

研修センターにて1週間の座学、運転研修を経て、いったん
現場に出してインストラクターの指導のもと運転を経験する。
その後、最終試験に合格すればSDとしての資格を得る。

現在、同社が最も腐心しているのが安全に対する教育だ。運
転席に乗る前に、必ず車の下に子どもなどがいないか確認す
るなど、日本と同様、安全意識を浸透させている。
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に通常６～７人のSDが所属、プレ

ーイングマネジャーのセンター長が

いる。この「センター」が現場の人

材育成のカギを握る。上海には現在

18人のセンター長がいるが、全員が

SDから昇進した中国人社員である。

SDのなかから立候補制で、理念に

対する理解度や共感度が高く、業務

に習熟し、人材育成の意識の高い人

をセンター長に順次選抜していった。

現在ではSDからセンター長になり、

さらに日本で研修を受けて支店長に

昇進した人も出ている。

こうしたSD養成のために日本か

らは10数名のSDインストラクター

を派遣した。井上氏もその１人だ。

トラックに同乗し、身振り手振りで

「ダメ出し」をしながら、現場のス

キルを文字通り体で伝えている。日

本人のSDインストラクターは管理

職にはならず、あくまでSDやセン

ター長の育成のみを担当する。

サービスは頭で理解していても現

場で実行できないと意味がない。そ

のため接客が本当にできているのか、

実際に安全運転をしているのか、そ

れをできるだけSDと行動を共にし

の富裕化と高学歴化で、自己の成長

可能性があり、将来性の見込める仕

事でなければ都市部で人材の採用、

定着は難しい。「低付加価値→低賃

金→高離職率→育成の不足→低いサ

ービス品質→低収益」という悪循環

から抜け出すには、サービスの品質

と効率を高め、高付加価値化するこ

とで収益性を向上させ、優秀な人材

が力を発揮する場を創り出すしかな

い。その意味でヤマト運輸の取り組

みは、まさに時代の変化を象徴する

ものといえる。

「運送業」ではなく 
「接客業」だと気付く

日本国内では、中国の人々はサー

ビス意識に乏しく、人材の育成は困

難だとのイメージが強い。ヤマト運

輸の人材育成のポイントはどこにあ

るのだろうか。

「応募してきた人たちは最初、この

仕事はドライバーだと考えていたよ

うです。ところが実は接客業なのだ

と気付き、その面白さや価値を認識

した人はガラッと変わりました」と

てチェックし、褒めたりしながら、

評価するようにしている。

SDの採用では特に前職は問わな

い。運送業界経験者のなかには、「前

の会社ではこんなことはしなかっ

た」と言う人もいるが、「ヤマトで

はこうなんだよと、その狙いや理由

をきちんと説明すれば、わかる人は

わかります。これまでのようにただ

荷物を運び続けるのか、頭を切り換

えてヤマトのサービスをクセになる

までやり通すのか。そこが分かれ目

で、業界経験者でも変身して成長す

る人もいれば、そうでない人もいま

す」（井上氏）と言う。

中国でも従来から「ものを運ぶ」

ビジネスは当然ある。しかし全体的

にサービスレベルは低く、荷物の紛

失や破損、遅れ、誤配、代金回収の

トラブルなどが数多く発生している

のが現状だ。

こうした問題は長年指摘されてい

るが、容易に改善が進まない背景に

あるのは近年の人材採用難だ。従来

の中国のような「人余り」社会では、

付加価値の低い単純作業でも人は簡

単に集まった。しかし、最近は社会

松江区の事業所の一画が、研修センターになってい
る。座学を行う室内には、同社の基本理念や商品説
明、送り状の書き方などが整然と掲示されている。

研修中のSD、周偉氏は「車の運転
が好きで、この仕事は自分に合いそ
うだと思いました」と話す。前職は
タクシー運転手だ。「中国では良い
サービスを求める声が強まっている
ので、それを提供できれば必ず成功
すると思いました」。研修は厳しい
が、会社の考え方を知ってますます
仕事が好きになったという。
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熱海氏は話す。確かに当初は「もの

を届けてあげるのになぜ頭を下げる

のか」という声もあった。しかしお

客さまに喜ばれれば誰でも嬉しい。

それが会社にも評価されて本人の評

価や昇進につながればモチベーショ

ンは高まる。「社会の仕組みや文化

は違っても、同じ人間ですから人に

喜ばれたいという気持ちは変わりま

せん。日本も海外もそこに違いはな

いと考えています」（熱海氏）

加えて「最初に約束事をハッキリ

決めること」も重要だ。研修の最初

には守るべきルールとマナーを明確

にし、その理由も説明して、「これ

はやらないでくださいね」と確認す

る。たとえば、研修中は携帯電話に

は出ないと決める。当然、インスト

ラクターもそれを守る。「中国人社

員も本当は出ないほうがいいんじゃ

ないのかなと、どこかで思っている

んです。でも、かけてきた人に悪い

し、急用かもしれないから、明確な

決まりがないのなら出ようかという

ことになります」（井上氏）

そこをヤマト運輸の精神から説き

起こし、なぜそうする必要があるの

かを話し、少しずつでよいから改善

していく。それが日本人インストラ

クターの役割である。そうすると、

あるとき、「あ、なるほど」と気が

つく人が出てくる。この会社の言っ

ていること、やっていることは一貫

性があるなと納得する。「筋の通ら

ないことを求めているわけではない。

ちゃんと合理性があって、それは皆

で一緒に良くなっていくためなのだ

――と理解すれば、皆きちんとでき

るのです」（井上氏）

上司や先輩から受け継いできた
「ヤマトの魂」を
今度は海外の人に伝えたい

入社後ずっとSDで、うち約7

年はセンター長をしていました。

上海に来る前に赴任したセンター

は、SDたちが職人気質というか、

「自分の腕で稼いでいるんだ」と

いう自負を持つ人が多くて、率直

に言えばチームワークに乏しいセ

ンターだったんです。なんとかし

たいと思って、誰か1人が頑張る

んじゃなくて、助け合ってチーム

でもっと高い成果を出しましょう

よと呼びかけて、その結果、皆が

努力して表彰されるところまで行

ったんですね。もう会社を辞めよ

うかと言っていたベテランのSD

さんから、「もう少し続けてみる

よ。最近仕事が楽しいんだ」と言

われて。とても嬉しくて、センタ

ー長としては1つの仕事の形がで

きたかな、と感じました。

  そんな時、会社が海外で宅急便

事業を立ち上げるということで、

こんな機会はそうあるものではな

いし、上司や先輩から受け継いで

きたヤマトの魂のようなものを、

今度はほかの国の人たちに伝えた

い、と。自分が教わったことの意

味を再度確認しながら、若い人に

教えていきたいと思ったんです。

  私も含めてSDインストラクタ

ーとして海外に来ている人は、た

くさんの新人を育ててきた経験が

ありますので、教えるべきこと、

教え方、教わる側の気持ちなどは、

ある程度わかっているんです。日

本のマニュアルをベースに、伝え

方を通訳の人とも相談しながら一

緒に学んでいるという感じですね。

  インストラクターをしていると、

毎週新しい人に会えるのがとても

嬉しくて、月曜日の朝が楽しみな

んです。研修を終えた人たちが

「営業所に行ってきます！」と元

気よく出ていくのも嬉しいですし、

現場でSDたちが「今日、お客さ

まに褒められました」「新しいお

客さまから荷物が1個出ました」

などと自慢話をしてくるのがまた

嬉しい。

そういうとき、「ああ、伝わっ

ているな。一生懸命やってよかっ

たな」と思います。

育成担当者に聞く ＞＞＞

グローバル営業部　
SDインストラクター

井上裕一氏

2002年、ヤマト運輸入社。SDお
よびセンター長を経て、2010年
4月、SDインストラクターとし
て上海に赴任。主に新人SDの導
入研修を担当。
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中国の主要な百貨店では化粧品フ

ロアの目立つ場所にほぼ例外なく

「AUPRES（オプレ）」の店舗カウ

ンターがある。その数は全国約900

店。「オプレ」は資生堂が1994年に

発売した中国国内専用商品である。

当初から行列ができるほどの人気を

呼び、現在では同社の中国事業の揺

るぎない中核商品に成長している。

資生堂は1981年に国営百貨店など

での輸入品販売から中国事業をスタ

ート、1991年には現地合弁会社の資

生堂麗源化粧品有限公司（Shiseido 

Liyuan Cosmetics Co., Ltd.、以下

SLC）を設立した。オプレの生産と

る。この3500人のBCが毎月１度は

必ず集合教育を受けられる体制が構

築されている。全国の店舗は21のエ

リアに分かれ、各エリア拠点には人

材育成専門の教育担任がいて、エリ

ア内のBCを順次、拠点に集めて連

日教育を実施する。内容は、まず季

節を重視し、四季の変化ごとに顧客

の肌の状態や流行なども鑑みながら、

最新の美容知識や技術を学ぶ。新製

品情報や会社としてのセールスの重

点なども含んでいる。

「すべてのBCが最低でも月に１回

は新しい情報に接し、スキルアップ

する機会がある。これが事業の骨格。

憲法みたいなものです」（浅井氏）

さらにこの各拠点で教育に携わる

教育担任自身の育成プログラムがあ

る。教育担任は３カ月に１度、北京

や上海に集まり、本部のインストラ

クターから最新の美容知識や人材育

成などについて学ぶほか、経営陣や

マーケティング部門などに状況を報

告し、育成の進め方を議論する。

こうした各地の教育担任によるオ

フラインの研修に加え、BCの日常

的なマネジメントや現場での育成を

担っているのが全国の店長たちであ

る。店長は約750人で、一部、複数

店舗を兼任する店長もいる。６カ月

販売はこのSLCが担当している。

オプレ販売の主力は、カウンター

で対面販売を行う日本でもおなじみ

のビューティーコンサルタント（美

容部員、以下BC）だ。カウンター

では揃いのユニフォームをまとった

BCが、常に笑顔と正しい姿勢で顧

客を迎える。周囲のどことなく“緩

んだ”雰囲気とは歴然とした差が感

じられる。「オプレの売上高は多く

の百貨店で化粧品のトップかそれに

次ぐ位置にはつけています」とSLC

総経理・浅井俊行氏は話す。全国の

百貨店からは出店要請が引きも切ら

ない。この百貨店に派遣するBCを

時間をかけて丹念に育ててきたこと

が、現在の中国における資生堂のビ

ジネスの根幹だ。さらにはBCをマ

ネジメントする多数の店長、BCや

店長を育てる専門の教育担任の存在

が、その基盤を支えているのだ。

全国3500人のBCに 
毎月1度の集合教育を実施

現在、中国の資生堂グループの

BCは約7000人、オプレのBCは中国

全土に約3500人いる。店舗数は900

だから、１店あたり平均３～４人。

大きな店舗は10人以上の場合もあ

全国3500人のBC（美容部員）、750人の店長
「プロセス重視」の発想が支える育成の仕組み

資生堂（資生堂麗源化粧品有限公司）

REPORT 2
長年の取り組みで蓄積された手厚い人材育成体系

董事　総経理

浅井俊行氏

資生堂麗源化粧品有限公司（SLC）
事業概要／化粧品の製造・販売　設立／
1991年　従業員数／約4000人　売上
高／SLCを含めた中国グループ会社合計
で資生堂連結売上の10％強を占める

会社概要
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に１回、数グループに分かれて北京

や上海などに集まり、２泊３日の日

程で目標の立て方や人事マネジメン

ト、新製品情報、全社的な経営方針

などについて説明を受け、また自店

の状況を報告して、今後の方向性を

話し合う。

店長研修は半期に1回 
北京や上海に集まって議論

北京市内のホテルで行われた

「2011年春季店長研修」の会場を訪

ねると、淡いピンクのユニフォーム

姿の店長たち100人あまりが４～５

人の班に分かれ、売上目標の立て方

を熱心に討論していた。ほぼ全員が

20代後半ぐらいの女性である。自店

の目標設定について事例発表してく

れる人をインストラクターが募ると、

競うように手が挙がる。発表したく

て仕方がないという様子だ。

「前年4月上旬は○万元の計画でし

たが、今年は気温が低めで、百貨店

の集客に影響が出ており、今年は○

万元に設定しました」などと、今期

の目標設定の狙いや判断の根拠を説

エリアの教育担任、営業部門などの

豊富な経験を持つ社員で、現場のレ

ベルアップに貢献している。このよ

うにSLCの現場を支える育成体系は

二重三重の極めて手厚い仕組みだ。

同社が人材の育成に本気で取り組ん

でいることが見て取れる。

「プロセス重視」の評価基準 
評価と研修体系をリンク

こうした取り組みを根底で支える

のが、同社の「プロセス重視」の方

針である。資生堂は日本国内では

2006年、それまでBCの評価の主な

指標であった売上目標をなくし、顧

客に応対を評価してもらう仕組みを

導入している。中国では評価から売

上目標をまだ完全に撤廃はしていな

いが、SLCでは2007年から顧客対応

のプロセスをより重視し、そこを評

価する方向にカジを切っている。

たとえば、顧客を店頭で出迎え、

退店を見送るまで、BCが行うべき

「５つの行動指標」を明確化。これ

を的確に行っているかを、店長など

マネジメント者が評価する方式を導

明する。それに対してインストラク

ターがコメントし、参加者の意見な

どを求めた後、再度グループで話し

合う。こうしたやりとりが複数のテ

ーマで２日間にわたって続く。

全国から750人の店長を集め、半

期に１度、集合研修する経費や労力

は膨大なものになる。しかし浅井氏

は、「人件費とは単に給与やボーナ

スだけではないと考えています。人

に対する投資は広い意味での人件費

で、意識的にかなり厚めに行ってい

ます」と話す。地方都市の店長たち

にとって、北京や上海の事物に直接

触れられる機会はそう多くない。「会

社の自分たちに対する期待に感謝し、

感動している、というBCの声を多

く聞きます」と人材育成インストラ

クター、王竹凝氏は話す。

これだけではない。店舗には現場

でのOJTの仕組みもある。全国21

のエリアにはOJT専門のマネージ

ャーが配置され、日常的にフィール

ド活動として店舗を回り、教育で学

んだことが実現されているかを確認、

足りない部分はその場で指導する。

このOJT専門マネージャーはBCや

中国の主たる百貨店の化粧品売り場には、必ずと言っていい
ほど、AUPRESの店舗がある。居並ぶ欧米系の化粧品会社
と比べても、存在感を放つ人気ブランドとして育っている。

BCによる丁寧なコンサルティングが“売り”だ。日本の会員
組織「花椿会」の中国版「花之友」の会員は約270万人。全売
り上げの約8割がリピーターたちによって支えられている。
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入した。そのための一種の評価者訓

練も同時にスタートしている。

また各店では「ビューティープラ

ン」と呼ぶ、顧客の肌の状況診断や

美容アドバイスなどを記したカルテ

を個別に手渡している。このカルテ

の発行数や利用状況、記入項目とい

ったことも、顧客に対して行うべき

ことがどの程度実行されているかを

把握する１つの目安となる。

こうした変化の背景には、ここ数

年、中国でも店頭の情報端末の普及

が進み、インターネットなどの通信

環境が整ってきたことから、情報の

蓄積と共有が進み、顧客対応のプロ

セス把握がしやすくなってきたこと

がある。顧客データベースの構築で

く、今後の課題といえるだろう。

並行してSLCでは、2008年に１級

からスタートし９級までの資格等級

を導入、BCも店長やエリアの教育

担任などとあわせてそのなかに位置

づけた。そのうえで各等級の資格要

件を公表し、昇格には試験への合格

が必要な仕組みにした。それらを前

述の研修体系と結びつけ、キャリア

アップのために何をすべきか、それ

をするとどうなるのかを明確にして

いる。

制度の運用は、「頑張れば４～５

年で４級あたりまで行ける」（浅井

氏）程度のイメージの設定だが、導

入後日が浅いこともあって、現時点

ではBCは１～３級が大半で、５級

BC間の顧客情報の共有を進め、「個

人技」だけに頼ったサービス提供に

陥らないよう配慮している。

「中国ではまだ売上目標によるイン

センティブを全廃する環境にはない

と私は判断しています。季節ごとの

お勧めであるリード商品に対しては

一定の報奨が必要なこともあるでし

ょう。当面は成果とプロセスの両面

でやる。それはある程度仕方のない

ことだと思っています」（浅井氏）

一方で「的確な到達目標が示され

れば期待以上の成果をあげてくれま

すが、現実には目標の設定に苦労し

ているのも事実」と認める。プロセ

ス重視の評価となれば、目標設定の

難度が一層高くなることは間違いな

北京で行われた店長研修。全国にいる約750人の店長を6回
に分けて集め、2泊3日の日程をこなす。店長、そして育成
するインストラクター側にとっても、重要な情報交換の場だ。

「発表したい人はいますか」というインストラクターの問い
掛けには、次々と手が挙がる。自分の意見を持ち、それを他
者に伝える。中国では、それが欠かせない能力の1つだ。

グループでの議論中には、自分の意見を言うだけでなく、ほ
かの店長の話にも必死で耳を傾ける。全員が積極的に参加し、
そこに研修の“やらされ感”はない。高い成長意欲が窺える。

自社店舗の今年度の計画を発表する店長。指名されて発表す
るその姿には、緊張や不安はまったくない。発表者の誇らし
げな表情が印象的だった。
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がはじめて誕生したところだ。資格

等級はBCも本部のスタッフ職も共

通で、BCも希望すれば実力次第で

本部の管理職にも昇進できる。この

点もBCたちのモチベーションアッ

プにつながっている。

時間軸がアドバンテージ 
顧客の美意識の「一歩先」を

こうした人材育成・マネジメント

の仕組みは、15年以上にわたって地

道に取り組んできた結果であって、

一朝一夕に実現できるものではない。

浅井氏は、「グローバルな競合に先

駆けて1980年代から中国市場に入

ってきたことで、時間軸のアドバン

テージがありました。中国でもサー

ビスを併せ持った化粧品販売の真価

が問われる時代になり、市場で勝ち

抜くチャンスがようやく来ました」

と話す。

一方で浅井氏が強調するのは、「段

階を踏んで進めること」の重要さだ。

「中国の人たちも、やるべきことは

わかっています。ただ何でも一気に

はできません。あれもこれもと理想

郷を追求せず、あえて小出しにして

いく。それは非常に意識してやって

います」。日本の資生堂も一夜にし

て誕生したわけではない。日本国内

の仕組みも、日々進化している。「一

足飛びにというのではなく、社会や

人々の変化に適応していく。常にお

客さまの美意識の少し上を目指す。

手が届かないことをやってはいけな

いと思います」。既に30年間、中国

市場とともに歩んできた資生堂なら

ではの視点かもしれない。

常に受講者の立場から考える
インストラクターとは
自分も成長できる仕事

1992年の入社以来、大半の時

間を人材育成インストラクターと

して仕事をしてきました。人を育

てるという仕事は本当に好きです。

研修で最も意識しているのは、

常に参加者の立場で考えることで

すね。たとえば、対象が店長であ

れば、こちらから何かを「教える」

だけではなく、皆さんからいろい

ろな意見やものの見方、自分のお

店での経験などを発表してもらっ

て、「引き出す」ことを考えます。

そして、みんなでディスカッショ

ンして「考えて」もらう。店長に

は自分の頭で考えてもらうことが

大切だと思います。

一方、新人を対象にした研修な

ら、会社のことは何も知らないわ

けですから、まずはいろいろな規

則とかルール、やり方を「教え」て、

それを「真似」てもらうことが必

要です。この「真似る」というプ

ロセスは本当に大切ですね。

同時にインストラクターの仕事

には私自身が成長できる機会がた

くさんあります。研修の参加者か

ら教えてもらえることもたくさん

ありますし、会社からもたくさん

の情報や知識をもらっています。

たとえば、私が何か研修を担当

する前に、必ず総経理に対して「提

案会」を行います。「提案会」は

私が今回の研修をどのような「狙

い」「内容」で行いたいかを総経

理にプレゼンテーションし、総経

理からも逆にさまざまなアドバイ

スや提案などをもらう場です。そ

こで私は会社の戦略や考え方、市

場の動向、社員に求めているもの

など、多くの情報を得ることがで

きます。それを活かしてより効果

的な研修のやり方を考えるわけで

す。これは自分の成長にとてもプ

ラスになる方法だと思います。

資生堂全体で4年に1度「グロ

ーバルBCコンテスト」がありま

す。過去3回、いずれも私たちが

育てた中国のBCが優勝か、それ

に準じる成績をあげています。世

界一になった人が、また自分で

BCを育てて、優秀なBCになる。

これは本当に嬉しいことですね。

育成担当者に聞く ＞＞＞

人材育成インストラクター

王竹凝氏

1992年、資生堂麗源化粧品有限
公司入社。BCを経験した後、一
貫してBC、店長などの育成に携
わる。研修で北京、上海を中心に
中国全土を回る。店舗に赴いて現
場のチェックにあたり、BCの意
見を聞くことも多い。
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中国の現地人材を雇用する日系企

業の担当者から、「接客態度がなっ

ていない」という声が聞かれる。そ

こにある課題は何か。どうすれば彼

らの接客の質を向上させられるのか。

中国と日本でサービス人材の育成に

携わる、レジャーサービス研究所所

長・斉藤茂一氏に話を聞いた。

◆

今では少なくなりましたが、10

年以上前は、確かに中国の小売店で

買い物をすると、お釣りを投げて返

されるようなことがありました。し

かし、今ではそれが改善されている

のがいい証拠ですが、中国人を質の

高いサービスを提供する人材に育て

ることは、不可能ではありません。

日系企業の場合、現地人材の育成

を担う日本人側に問題があることも

少なくありません。日本で10人、

20人の部下を率いてきただけのマ

ネジャーが、中国に駐在したとたん、

現地法人の副総経理や部長といった

ポジションに就きます。日本で直属

の部下を育成した経験はあっても、

組織の閉じた暗黙の了解のなか、自

己流のOJTで育てたに過ぎません。

育ってきた環境や、そこで育まれた

ものの考え方がまったく異なる中国

人には、それが通用しないのです。

“丁寧に”という曖昧な 

言い方では伝わらない

日系企業のあるテーマパークの開

業時研修に携わったとき、私の研修

の指導方法を変えた、衝撃的な“事

件”がありました。研修を始めた当

初、立ち居振る舞い、お茶の出し方、

歩き方、ドアの開け閉めなど、基本

的なマナーを「丁寧にやってくれ」

と教えても、中国人スタッフの向上

が見られなかったのです。すると、

通訳が「そもそも“丁寧に”とはど

ういうことですか？」と訊くのです。

そこで私が「お茶を出すときにはガ

チャガチャ音を立てない、ドアを閉

めるときには最後まで取っ手を持っ

て閉める。それが“丁寧”です」と

説明すると、通訳は「じゃあ、なぜ

そう教えないんですか」と笑いまし

た。私たちが暗黙に理解している「丁

寧に」は、すべて曖昧な表現であり、

中国人にはわかりにくい。つまり、

こちらの教え方が悪かった、という

わけです。“おもてなし” “きちんと”

……これらの言葉をいくら連発して

も、彼らのサービスの質が向上しな

いのは、当たり前なのです。

私の失敗のように、教えたいこと

が具体化、言語化できていない日本

人の駐在員が、「中国人は育たない」

と繰り返しているのではないでしょ

うか。中国人のいいところは、わか

らなければわからない、と明確に言

うこと。相手がわからないのであれ

ば、やり方を変えなければなりませ

ん。それをしていないのであれば、

育たないのは育成側の責任です。

接客の実務の前に 

チームワークを指導する

また、やはり国民性のようなもの

の影響もあるでしょう。中国人は、

個人競技に強く、1人でこなす仕事

はすぐに覚えますが、チームワーク

を要する仕事には弱い、という傾向

があります。それは、中国の教育の

あり方が背景にある根深い問題です。

ところが、サービスの現場にはチ

意味を理解できずに、仕事が面白くなくて辞める
これは国を超えた育成における大きな課題

中国人スタッフのサービスの質をいかに高めるか

C O L U M N

レジャーサービス研究所
（上海勒訊企業管理咨詢有限公司）　
所長

Saito Shigekazu_1982年、オリエンタルラン
ド入社。1992年よりテーマパークなどの運営
コンサルティング会社に勤務。2000年、北京
の日系企業のテーマパーク開業業務で従業員教
育を担当。その後、中国15省の都市や地域で
販売サービス、運営サービスの研修を実施。

斉藤茂一氏
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ームワークが欠かせません。1人が

無断欠勤すればサービスの質は確実

に落ちますし、1人意識の低い人が

いれば、店舗を清潔に保つことはで

きません。ですから私は、マナーや

接客の実務の前に、チームワークを

指導するようにしています。

たとえば、研修に遅刻した数人が

いる。そのとき、「彼らが遅刻をし

たのは、全員に責任がある」という

と、中国人はきょとんとした顔をし

ます。「彼らが今日、遅刻をしない

ために、皆にできたことがあったは

ずだ。明日から遅刻者を出さないた

めに、何をすべきか」。私がそう言

うと、中国人は必死に考えます。「モ

ーニングコールをしよう」「そのた

めには連絡網が必要だ」と。そうし

た取り組みが功を奏して遅刻者が出

なくなったとき、「これがチームワ

ークだ」と褒める。すると、彼らは

その本質を理解していくのです。

それぞれの企業に育成カリキュラ

ムもマニュアルもあるでしょう。し

かし、育った環境も背景も異なる国

の人材を教育するのですから、その

会社がサービスにおいて大事にして

いること、基本的な決まりごとを理

解させることを怠ってはなりません。

翻ってみれば、日本企業のサービ

スの現場でも、同じことが起こって

いる気がしてなりません。日本人は

わからなくてもわからないと言わな

い。理解できずに、仕事が面白くな

くて辞めてしまう、ということはな

いでしょうか。これは国を超えた育

成における大きな課題だと思います。

地下鉄・人民広場の駅。上昇と下
降合わせて6本のエスカレーター
で人が行き交う。地下鉄は1990
年代に初めて上海に登場。現在は
11路線が開通しており、2020年
にはそれが21路線にまで増える
予定だ。ものすごいスピードで交
通サービスが整備され、都市内の
移動を容易にした。生活圏は拡大
し、人々の暮らしを、また大きく
変えようとしている。

2 8 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 2 9



3 0 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 3 13 0 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 3 1Text = 田中信彦　　Photo = 海原修平（上海）、刑部友康（日本）

中国きっての「コンビニエンスス

トア（以下コンビニ）密集地」であ

る上海には4000～5000店のコンビ

ニがあるとされる。しかしコンビニ

と名乗ってはいても中身は千差万別

で、雑然とした日用品店や食料品店

にしか見えないものも少なくない。

そのなかで近年急激に店舗数を伸ば

し、ひときわ元気なのがファミリー

マート（中国名「全家」）である。

上海市内のファミリーマートの店

舗を訪れてみると、確かに店内は清

潔で明るく、商品の種類も豊富だ。

何よりほかのコンビニと違うのはス

タッフの接客だ。客が店舗に入ると

同時に「いらっしゃいませ（歓迎光

臨）」の声が聞こえてくる。退店時

には「ありがとうございました（謝

謝光臨）」。代金を受け取る際には「○

店のコンビニが乱立した。しかし本

来の意味でコンビニ時代の幕が開い

たのはここ数年のことだ。2004年の

ファミリーマートの進出はその象徴

的な例といえる。

中国のコンビニ時代幕開けの根底

には急速に進むライフスタイルの都

市化がある。少子高齢化で大家族制

が崩れ、夫婦のみ、もしくは夫婦と

子ども１人の核家族が増えた。郊外

の宅地化で通勤距離が延び、家庭で

料理をする時間が取りにくくなった。

一方、都心部のオフィスではランチ

としての「中
なか

食
しょく

」の需要が生まれた。

こうした流れを背景に、都市住民の

ニーズは急激に多様化、高度化、細

分化しており、それに対応した新し

い発想の小売業が求められた。それ

に応える形で進出した外資系小売業

の１つがファミリーマートだったの

である。

海外進出は1988年の台湾が最初

で、日本のコンビニでは最も早い。

その後、1990年に韓国、1993年に

タイ、2004年に中国、2005年には

米国に進出。台湾2600店、韓国5500

店以上と、日本の流通業では有数の

豊富な海外事業経験を持つ。

2004年の中国進出は決して早く

ない。しかしそのプロセスは極めて

○元お預かりします」。お釣りを渡

す際には「○元のお返しです」。こ

うしたやりとりは日本国内でこそ普

通だが、中国では百貨店ですら実行

できている店は多くはない。「店に

よって差はありますが、全体的に同

業他社の上をいくという自負はあり

ます。とにかく粘り強くやっていま

す」と中国でファミリーマートを運

営する上海福満家便利有限公司副総

経理・原田実介氏は話す。

台湾で20年、2600店舗 
この経験が中国で活きた

上海にコンビニが登場したのは

1990年代半ば。外資系チェーンの進

出を皮切りに、国内資本のコンビニ

も続々と登場、あっという間に数千

ローカル人材による、ローカルの人のための、
ローカルな発想のビジネス

ファミリーマート（上海福満家便利有限公司）

REPORT 3
ローカルな発想をいかに取り込んでいくか

広報・IR部
広報グループ　マネジャー

新野貴史氏
副総経理

原田実介氏

事業概要／フランチャイズシステ
ムによるコンビニエンスストア事
業　設立／1981年（中国法人は
2004年5月）　店舗数／1万7681
店 （国内外エリアフランチャイズ
含む、中国は566店舗、2011年
2月末）　売上高／1兆2737億
5200万円 （チェーン全店売上高、
2010年2月期）

会社概要
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戦略的だ。中国における台湾企業の

ネットワークを活用するため、世界

一のカップラーメン生産量を誇る台

湾の食品メーカー「頂新グループ」

とコンビニ事業の合弁企業を設立。

出資比率は同グループが50.5％とメ

ジャーで、残り49.5％をファミリー

マートジャパン、伊藤忠商事、台湾

ファミリーマートの３社が分け合う

形になっている。

「台湾進出当時は、相当苦労したよ

うです。ただその後20年以上の協力

の歴史があり、ファミリーマートの

文化を体現した人が台湾にはたくさ

んいます。それが中国での事業立ち

上げで大きな力になりました」と、

同社広報・IR部広報グループマネ

ジャーの新野貴史氏は話す。

採用は新卒の若い世代が中心 
変化に対応する素質を見る

上海のファミリーマートは2011

年２月現在、436店舗。このほか中

国では江蘇省蘇州市や広東省広州市

などで店舗を展開しており、中国全

体の店舗数は566店舗になる。うち

は社員と変わらないケースが多い。

そのため１店舗当たりのスタッフ数

は平均５～６人で、10人以上が普通

の日本より少ない。

コミュニケーション重視の 
ヒューマンタッチな接客

このうち社員は本部で採用して育

成する。採用後は本部で６日間の研

修を実施。教室での講義や研修室で

の什器の使い方などの研修を経て、

実際の営業店舗に赴いて実習、さら

に本部に戻って学んだ後、修了試験

を行う。合格した社員は店舗に赴任

してOJTを続ける。不合格の場合、

本人が望めば再度のチャレンジが可

能な仕組みだ。

アルバイトのスタッフは日本では

店長やFCオーナーが育成を受け持

つが、中国では必ず本部が２日間の

講座と店舗実習の研修を行う。

研修内容は、接客のマナー、態度、

身だしなみ、６大接客用語などサー

ビスの基本を教える。店舗でのOJT

では、おでんやコーヒー、豆乳など

中食や飲み物類の作り方、商品のデ

本部直営店が６割、フランチャイズ

が４割の比率だ。

店舗スタッフは総じて若い。前述

のように、都市住民に求められてい

るのは新しい概念のサービスである。

そのため採用は大卒はもとより、高

校や専門学校を卒業したばかりの若

い世代が中心だ。FCのオーナーも

20代後半が多く、日本に比べると相

対的に年齢が低い。

「従来と違う価値観、接客を持ち込

もうとしています。若い人たちは変

化に対応する素質を持っている。『い

らっしゃいませ』と言わないのは単

に周囲がやっていないから恥ずかし

いだけです。そこを取り除いて、繰

り返し練習すれば誰でもできるよう

になります」（原田氏）

上海のファミリーマートで働くス

タッフは大別すると３種類。正社員、

日本で言うところのアルバイト、そ

して夜勤専門のアルバイト―であ

る。ファミリーマートでは時間を区

切って働く「アルバイト」というよ

り、フルタイムの働き方が中心だ。

そのためアルバイトといっても契約

期間などが異なるだけで、勤務形態

「大口飯団」と呼ぶ巨大な四角いおにぎり（写真左側）は、
現地スタッフの提案で生まれた。おかずが多いほうを好む中
国人向けの「弁当をワンパッケージに」がコンセプトだ。

カレー味、激辛など、スパイシーなものが人気商品のおでん。
日本とは別物に進化している。コンビニ発の“中食”文化と
して、現地の食生活にも影響を与えている。
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ィスプレイ方法、掃除の仕方などを

実際の業務に沿って教えていく。上

海市内は７つのエリアに分けられて

おり、各エリアに１店舗の研修店舗

がある。また各エリアに１人ずつ、

講義とOJTを受け持つ専任の研修イ

ンストラクターを配置している。

基本的なサービスは世界共通が原

則で、研修プログラムは日本や台湾

と大きくは違わない。しかし各国の

状況に合わせて調整もする。たとえ

ば、会計時のもう一品の「おすすめ」

の対応は、日本と中国では異なる。

中国では「○○もいかがですか？」

式の声かけに対する顧客の抵抗感は

少なく、スタッフにも奨励されてい

る。弁当やパンなどの商品にあと１

元追加すると、本来は単品で数元す

るドリンクがつくといったプロモー

ションも人気があり、会計時に顧客

にも勧めている。「顧客に対して人

間対人間のコミュニケーションを重

視して接するというヒューマンタッ

チな部分が中国社会には強くありま

す。その点は国や地域に応じた対応

が必要です」（原田氏）

接客やクリンリネスなどの基本的

な視点で考える。私たちのビジネス

の原点はそこにあります」（原田氏）

2004年の進出当初は日本人や台

湾人のエキスパートが多数、上海に

入り、コンビニのノウハウを垂直移

動した。しかし現在では上海の本部

にいる日本人は原田氏１人、台湾人

も３人だけである。「台湾や日本の

やり方を覚えるのではなく、まずあ

なただったらこの街でどうやってラ

イバル企業に勝ちますか、どう競合

他社と差別化しますか、ということ

を真剣に問い掛け、一緒に考えてい

かなければなりません。自分たちだ

ったらこうするという意見は大胆に

やってもらいます」（原田氏）

原田氏の役割は、「ファミマとし

てこれは呑めるかを判断すること」

だという。重要なことは「日本のフ

ァミマ」でなく、「世界のファミマ」

として通じるかどうかだ。他国のフ

ァミマの人が見て、ファミマとして

OKであればそれでいい。「日本から

見るとダメなことでも、世界で見る

とそうでもないことはたくさんある。

そういう視点が大切だと思っていま

す」（原田氏）

な部分ノウハウは国を超えて共通の

レベルを求めるが、「どうやって日

本のやり方を伝えるかを中心に考え

るのは、そもそも間違っている。ロ

ーカルなビジネスはそれではうまく

いかない」と原田氏は言う。

半径500メートルの商売 
ローカルな視点が重要

  現地の感覚が不可欠な中食の商品

開発などはローカルスタッフに完全

に任せている。たっぷりのおかずと

ご飯が一緒になったような巨大なお

にぎり、カレー味や激辛のおでんは

そうしたローカルな発想から生まれ

たヒット商品である。店頭での温か

い豆乳の販売も好評だ。

コンビニは半径500メートルのな

かで商売をしている。その円のなか

に日本語や英語を話す人はごく一部

しかいない。残りの圧倒的大多数は

中国語しか話さない。その人たちが

商品を買ってくれることが会社の売

り上げになる。「ローカルの人がロ

ーカルの人のためにやるのがコンビ

ニという商売です。だからローカル

にこやかな接客。“家族のように親しみあふれるお店になる
こと”という“ファミマらしさ”をグローバルに浸透させる
ため、国を超えた“らしさ推進活動”も展開中だ。

中国法人本社には、店舗設備も備えた研修センターがある。
ここで、社員、アルバイトの研修が常時行われている。スタ
ッフはトレーナーに群がるように、熱心に話を聞く。
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上海市街の北部、巨大な複合商業

施設開発プロジェクトの一角に、無

印良品の上海大悦城店がある。広々

としたフロアに落ち着いた色調、整

理整頓された陳列棚。そこにあるの

はまさにまぎれもない「無印良品」

の店舗である。一般に中国市場では

派手できらびやかな色彩、デザイン

の商品が好まれるのでは、というイ

メージが強いが、どうもそうとばか

りもいえないようだ。

商品構成も基本的に日本と変わら

ない。無印良品のコンセプトを理解

し、商品の「思想」を知り、ファン

になる中国の消費者は着実に増えて

いる。若い女性客などで賑わう店頭

を見ていると、それが実感される。

「わけあって、安い」をキャッチフ

レーズに1980年に誕生した無印良

2010年度には13店舗とペースを上

げ、2011年３月現在、26店舗（香港

を除く）を展開している。

「日本の商品だから」 
買ってくれるのではない

  中国展開で注力するのは、こうし

た過去30年間に培われてきた無印

良品のコンセプト、価値観をいかに

伝えるかだ。同社には「良い商品」「良

い環境」「良い情報」の３つのバラ

ンスが整うことで顧客と良い関係が

築ける―という考え方がある。

機能や価格、デザインなどが整っ

た「良い商品」、整理整頓、店舗の

オペレーション、接客、ディスプレ

イなども含めた「良い環境」、そし

て商品の生い立ちや無印良品の背景、

考え方などの「良い情報」がそろわ

ない限り、無印良品の価値は伝わら

ない。「これを伝えられるスタッフ

をどう育てるかが中国事業のカギを

握っています」と良品計画海外事業

部中国担当部長・山本祐樹氏は話す。

目指すべきは「商品を売ることでは

なく、無印良品という“概念”を浸

透させること」。同社の中国事業の

戦略を一言で表現すればそうなる。

それが中国市場で可能なのか。

品の商品開発の基本は、「生活の基

本となる本当に必要なものを、本当

に必要なかたちでつくる」ことにあ

る。そのために素材から見直し、生

産工程の手間を可能な限り省き、包

装を簡略にするなどの施策を打ち出

し、そのコンセプトが時代の美意識

に合致して、シンプルなデザインの

商品が日本市場で強く支持された。 

海外展開は1991年、ロンドン出店

が最初だ。その後、積極的な出店を

進め、現在では20カ国、130店舗以

上を展開する。日本の小売業として

は海外進出の実績豊富な企業の１つ

に数えられる。中国には2005年、上

海の南京西路に出店したのが最初。

中国国内の商標権の係争（後に勝訴）

などで新規出店が一時遅れたが、

2008年度に５店舗、2009年度８店舗、

商品ではなく、コンセプトを売る
ブランドの価値観浸透を狙うプロセス評価

良品計画（無印良品（上海）商業有限公司）

REPORT 4
価値を伝えるスタッフをいかに育てるか

海外事業部　
中国担当部長

山本祐樹氏
海外事業部　
中国担当　営業担当
販売オペレーション担当

橋本順也氏

事業概要／「無印良品」を中心と
した専門店事業の運営、商品企画、
開発、製造、卸しおよび販売　設
立／1989年6月（中国法人は
2005年5月）　店舗数／国内  直
営店238店舗、商品供給店121店
舗（2011年2月期）、中国26店舗

（2011年2月期）　売上高／1748
億円（2010年2月期営業収益）

会社概要
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「日本から見ていると、中国のお客

さまは日本のブランドだから無印良

品の商品を買ってくれているのだろ

うと考える傾向が強い気がします」

と山本氏は話す。無印良品の商品は

中国の物価や平均的な所得レベルか

らすれば安くない。ボールペン１本

の値段で町の露店なら10本以上買

えるぐらいの差がある。それでも無

印良品で買う人がいるのはなぜか。

「それは日本の商品というだけでは

ないんです。香港や台湾で人気だか

らだけでもありません。中国のお客

さまは商品を丹念に見て、説明をよ

く聞いて、その商品に込められた発

想やデザインの意図、便利さの意味、

高い理由などを真剣に見極める。そ

ったくらいの勢いでした。中国にな

い価値観を提案できる商品には、日

本以上にお金を使っていただける市

場なんですね」（山本氏）。

「日本流」を自らのなかで 
自然な形に置き換える

だとするならば、やるべきことは

明確だ。「良い商品」「良い環境」「良

い情報」のうち、「良い商品」はす

でにある。「良い環境」はつくらね

ばならないが、やり方はわかってい

るのだから、そこに工夫を加えて、

練習すればできるだろう。残るは「良

い情報」をいかに伝えるかである。

会社や商品の背後にある「良い情

ういう買い方をされます。それで納

得すれば、どんなに高くても買って

くださる。だから中国の店では日本

のように派手なPOPもないし、季

節商品以外の値引きやセールも一切

やっていません」（山本氏）

たとえば、日本でもヒットした「フ

ィットするネッククッション」とい

う商品がある。首や腰などに巻いて

使う柔らかい枕で、飛行機のなかな

どで使う人が多い。この商品を「体

にフィットする独自の微粒子ビーズ

と伸縮性が高いカバーを使用し、と

てもリラックスできる」と使い方の

提案を含めてプロモーションしたと

ころ、日本より２～３割高い価格に

もかかわらず、「全店売り切れとな

上海大悦城店。衣料、文房具、キッチン・収納用品、リネン
類などが並ぶその店舗は、日本の店舗と変わりない。違いは、
店舗に掲示されたメッセージが中国語であることのみだ。

売れ筋の1つ、アロマディフューザー。500元（約6500円）
の商品が、若い女性を中心に次々と売れていく。上海など都
市部は、すっかり“市場”として成長した。

店内には常に整然と商品が並ぶ。それも、中国人のスタッフ
一人ひとりの力だ。接客以外の時間は、商品の整頓をしなが
ら、商品を手に取り、その一つひとつの理解に時間を使う。

エリア店長の唐峰さん（写真左）と栗波さん（写真右）。2
人は5年前、無印良品にアルバイトで入社。その後、店長を
経て現職に就いた、いわゆる“たたき上げ”。25歳と若い。



3 4 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 3 53 4 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 3 5

［中国事例レポート］サービス人材育成で価値を高める日本企業 S E C T I O N 2

報」を顧客に伝えるには、それを中

国の顧客の視点に立って、わかりや

すく正確に発信する人材が必要だ。

日本流をそのまま着地させるのは、

ある意味では容易かもしれない。し

かし、「現地の文化や働く人の価値

観はやはり違います。現地の人が無

印良品のコンセプトや店舗のオペレ

ーション、会社の経営のやり方など

を理解して、現地の人が回していく

ことが、継続的なブランド浸透のた

めに不可欠でしょう」（山本氏）

そのための１つのプロセスとして、

年２回の商品展示会がある。毎年、

春夏と秋冬のシーズンに向けて東京

の本社で行われる商品展示会には、

全世界から店長や経営幹部などが集

まる。中国からも原則的に１店舗１

人のスタッフが参加し、最新の商品

を見て営業展開に活かすと同時に日

本の店長会議にも参加、無印良品の

コンセプトに裏打ちされた実際の店

舗運営を吸収している。

さらに、店舗運営に対して自信と

プライドを持つ、熟練した店長が率

いる国内の店舗に出向き、店長がタ

イムカードを押すところから、朝礼

の進め方、接客、スタッフの指導の

仕方、本部とのコミュニケーション

の取り方といった仕事の細部を密着

して学ぶ機会をつくっている。そう

することで「店長会議で言っている

ことの背景には、こういう意味があ

ったんだな」とか「お客さまにこう

いう価値を提供するために、こんな

ルールがあるんだな」ということが

体得できる。それが頭のなかで結び

つくと、１つの自信となって、自分

の店もこうしたいと考えるようにな

度をフィードバック面談で確認して

評価に反映させようという試みだ。

現時点では目標設定の難しさに加

え、プロセス評価に対する不慣れか

ら、「目標が達成できなかった場合

はどうなるのか」「結果がよければ

いいじゃないか」といった戸惑いの

声もあるという。導入間もないこと

もあり、「やろうということを提示

して、やってもらいました。それが

多少は定着してきた、という段階で

す。単に目標の達成度だけでバッサ

リはやりません、不可抗力は考慮し

ますと説明している段階です」と上

海地区の店舗を統括する同社海外事

業部中国担当、橋本順也氏は話す。

ただ単に商品だけでなく、店のコ

ンセプトや無印良品の価値観を維持

していくためには、日本流の「気付

き」や「先を見越して」といった考

え方、ある目的のために自分はどん

な役割を果たすべきかを考える姿勢、

そういった日本企業や日本人がこれ

まで得意としてきたものを大事にす

ることが必要ではないか―という

のが山本氏の考え方だ。そのために

は現場での経験の積み重ねというプ

ロセスが大切になってくる。

「無印良品とはコンセプトであり、

価値観であるとするならば、その維

持には、出店場所だったり、お客さ

ま対応だったり、会社の運営手順だ

ったり、さまざまなプロセスを維持

することが必要です。再現性と継続

性の問題です。これは日本にいる時

も考えていたことですが、海外に出

ると、余計そうしないと単なる価格

競争になって淘汰されてしまうので

はないか。そう感じます」（山本氏）

る。「日本流」を自然な形で自らの

なかで置き換えて、自分の店はこん

なふうにしようと動くようになる。

「まだ道半ばではありますが、そう

いう刺激を得ることで、単なる作業

員ではなくて、販売員、さらには商

売人の感覚を持ってほしい」と山本

氏は言う。

複数店舗を統括して管理するエリ

ア店長の栗波さんは、「派手で贅沢

なものは好きではなくて、無印良品

のシンプルなコンセプトが自分に合

っていると思います。日々の生活シ

ーンを細かく考え、暮らしに深く入

り込んだデザインや使い勝手の商品

はほかのブランドにはないものです。

会社の戦略が明確なので、未来が見

えている気がします」と話す。同じ

くエリア店長の唐峰さんも「新卒の

時から無印良品の価値観に触れてき

たのでまったく違和感はありません。

自分の好きなブランドで、思いを共

有している仲間と一緒にゼロから店

をつくっていくのが、たまらなく楽

しいですね」と話す。

コンセプトの維持には 
プロセスを大切にしたい

こうした「価値観の浸透」をより

確実なものにするため、2010年夏か

らは評価制度をプロセス重視の方向

に変える試みも始まった。単に決め

られた作業をこなすとか、規定の時

間通り働けばよいというのではなく、

日々の業務のなかで無印良品のコン

セプトをお客さまに伝えるために何

をすべきか、そのための目標設定を

行い、何が実現できたか、その達成
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多くの日系企業が人材育成に真剣

に取り組んでいる一方、中国人社員

の間からは「日本企業では出世でき

ない。成長の機会がない」といった

声が聞こえてくる。日本人管理者と

中国人社員の間には深刻なコミュニ

ケーションのギャップが存在するよ

うに見える。上海と北京を拠点に人

材紹介業務などに取り組むRGF HR 

Agentコンサルタント、内藤兼二氏

に日系企業の直面する課題とその対

策について聞いた。

◆

この1～2年、中国の日系企業が

人事制度を製造業的なものから営業

的な仕組みへ変えようと急速にシフ

トしているのを感じます。製造業は

やはり長期スパンで人の育成を考え

ます。求人で要望が最も多いのは「す

ぐに辞めない人」ですが、これはな

かなか応えるのが難しい。上海の1

社当たりの平均勤続年数は2年弱。

ですからクライアントとしては入社

半年でひとり立ちできて、2年で辞

めてもペイできる人、日本語はでき

なくてもいいから即戦力で活躍でき

る人が欲しいというニーズがこの数

カ月で急増しています。

しかし考えなければならないのは、

すぐに辞めるには、すぐに辞めるだ

けの原因があるということです。中

国人にも気の長い人もいれば、安定

した職場でじっくりキャリアを構築

したい人もいます。「働く」ことに

対する根本的な考え方の違いを理解

して、辞めにくい人をどう選抜して

採用するか、いかに人が辞めない仕

組みをつくるか、社員と正面から向

き合って考えなければなりません。

現地法人トップの 

評価と処遇の明確化が必要

先日、ある企業の総経理とお話し

していたら、「業界経験者で日本語

が話せて、営業ができて、すぐに事

業を立ち上げてくれる人がほしい」。

考えてみれば、これは全部総経理の

仕事です。自らの足で顧客を回って、

汗を流して会社を立ち上げている総

経理もいます。自分自身が経営者の

仕事をキッチリやって見せなければ、

人材が育つはずもなく、優秀な社員

が定着するとは思えません。

  こうしたことが起きる背景には、

日本国内の人事マネジメントが大き

く影響しています。多くの総経理は

社命で赴任してきたわけで、自ら希

望してくる人は少数です。どうして

も事業意欲に乏しく、経営者という

より「拠点長」というマインドの人

が多くなります。それでは激しい競

争を勝ち抜くのは難しい。中国法人

のトップを社内公募して、評価基準

を明確にし、帰国後の処遇とリンク

させるなどの方法を早急に講じる必

要があると思います。

将来に確信を持てる 

キャリアステップの提示を

  日本企業は歴史的にホワイトカラ

ーと現場の垣根が低く、現場からも

管理職になれる可能性はある─日

本ではそういわれてきました。会社

は従業員全員のものであるという感

覚も強かったはずです。ところが中

国に来ると、どうも日本人は本気で

そう思っていないように見えます。

日本国内では、役職や職種、年齢に

かかわらず全員が同じ船に乗ってき

中国での自らの「戦い方」を明確に決め、
それを実現できる具体的な仕組みづくりを

海外でいかに競争力を再現するか

C O L U M N

RGF HR Agent
（上海艾杰飛人力資源有限公司）
コンサルタント

Naito Kenji_2006年リクルートエージェン
ト入社。九州支社などでの営業を経て、自ら
希望し、2010年、RGF HR Agent（上海）
に赴任。主に日系企業向けの中国人求職者の
紹介、営業企画に携わる。

内藤兼二氏
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たのに、海外に来ると従業員と向き

合う姿勢が日本国内と違います。仮

に日本でも、退職金や企業年金、日

本的な昇進の仕組みなどがなかった

ら、社員は定年まで勤めるでしょう

か。私は疑問に思います。

つまり日本企業は中国人社員に日

本人と同じようなマインドを求める

のに、中国でやっていることは日本

国内とは違う。厳しい言い方をすれ

ばダブルスタンダードです。

日本と同じ仕組みをそのまま輸出

せよというつもりはありません。た

だ、社員が「この会社で働き続けた

い」と思うには、将来に確信を持て

る明確なキャリアステップの提示が

必要です。日本企業にはそれがあっ

たから、多くの人が定年まで会社の

ために働きました。中国でも、中国

の人たちが不安なく働ける将来像を

提示すれば、日本企業がかつて発揮

したような競争力を中国でも持つこ

とは、可能だと思います。

率直に言って、中国に限らず、外

国で多数の現地社員と心の底からわ

かり合うのは難しいかもしれない。

でもそれならばそれで、お互いが満

足して働けるような「仕組み」をつ

くる。必要なのは文化の伝達ではな

くて仕組みの構築です。その仕組み

づくりを日本企業はこれまで本気で

やってきたようには見えません。日

本企業と日本人が自らの強みを海外

で再現するには、自らの「戦い方」

を明確に決めて、それを実現するた

めの仕組みをつくる。それが最も必

要なことだと思います。

中華料理店、麺屋や焼鳥屋など中
華系ファストフードと並び、外資
系のファストフードやたこ焼き屋

（！）、小洒落たカフェなどが所狭
しと並ぶ中国の庶民的繁華街。一
本裏通りに入れば、厨房の横に小
さなテーブルと椅子が置いてある
だけの、一食100円くらいで食べ
られる“食堂”も数多くある。“外”
と“中”がひしめき合って、なん
でもありの上海だ。

3 6 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 3 7



3 8 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 3 93 8 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 A P R  - - -  M A Y   2 0 1 1 3 9Text = 田中信彦　　Photo = 海原修平

世界に通じる高品質の手づくり家

具を中国でつくる。中国といえば低

価格、大量生産という常識にあえて

挑んでいるのが上海ファニチャー・

ラボ董事長（会長に相当）、堀雄一

朗氏だ。堀氏は1973年生まれ。丸紅

の上海駐在員として住宅開発などに

携わっていたが、低コストで良質の

家具を生産できる中国の潜在力に着

目。帰任の辞令を機に退社、2003年、

上海で創業した。日本向けの店舗家

具などの輸出で基盤をつくり、2007

いるのは本人が目指す将来像だとい

う。「お金が目的の人や出稼ぎ感覚

の人はいらない。長い視野で腕を磨

き、世界に通じる職人になりたいと

いう意思があるかを見ています」

人材育成でも会社と個人の目標共

有を重視する。目指すのは高級家具

の本場、フランスの水準だ。パート

ナーのラヴァル社は1892年創業。カ

ルティエやシャネルなどのブティッ

クをはじめ、リッツやプラザ・アテ

ネなど超高級ホテルの注文家具を中

心に生産する工房で、世界トップク

ラスの技術を持つ企業だ。「目の前

に具体的な目標があるので、これは

いい、これはまだまだと比較しやす

い。見習うべきポイントが明確なの

で、世界一になるという意識でそこ

に向かうように仕向けています」

「匠の技」を若い職人に伝え、工房

内に技能を蓄積していくための基本

は「仕組み化」にある。高級家具と

はいえ、一品一品オーダーでつくる

芸術品のような製品が主ではない。

一定の数量を限られた期間に高品質

で生産するため、職人が丹念に熟練

の技を伝える一方、業務フローを明

確にし、全体の作業フレームを確立

して効率を上げることが必要だ。

そうした枠組みづくりは堀氏も含

年12月、ラグジュアリーブランドや

五つ星ホテルの家具などを生産する

フランスの老舗家具メーカー、ラヴ

ァル社（本社・フランス、ロレーヌ

地方）と合弁会社を設立、本格的な

高級家具の生産に乗り出した。設立

５年目だが、フランスや日本の「匠

の技」を受け継ぎ、高品質かつ価格

競争力の極めて強い製品が評判を呼

び、世界の高級ブランドから注文が

絶えない。創業以来、売上高は倍々

で伸び、2010年の売上高は11億円。

これは産業の最も川上に位置する中

国の工場価格での売り上げであり、

日本では約60億円の事業規模だと

みなされる。

「職人」になりたいという 
将来の目標重視で選抜

手づくりの製品だけに、職人の育

成が事業のカギを握る。同社の社員

は170人。採用には必ず堀氏が関与

し、直接面談する。採用は「20人に

会って１人ぐらい」。最も重視して

ルール、フローの遵守を評価・報酬と連動
「匠の技」を中国の若手職人に伝える

FURNITURE LABO（上海富瀾家具有限公司）

REPORT 5
技能を伝え、蓄積していくための人事・労務管理

董事長

堀 雄一朗氏

上海市郊外の開発区である嘉定区の
一画に、ファニチャー・ラボはある。
デザイン性の高い家具やオブジェが
並ぶそのオフィスは、周辺に並ぶ工
場のなかでも異彩を放つ存在だ。

事業概要／家具の製造、卸　設立／
2004年（創業は2003年）　従業員
数／170人（2011年3月）　売上高
／11億円 (2010年度)

会社概要
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めた日本人が主に担当する。「仕事

のマニュアル化やチェック体制、報

告体制などの管理制度を構築するの

は日本人がうまい」という。同社で

は、トヨタのスペシャリストチーム

と昨年契約し、トヨタ生産方式を採

用して、生産効率は最大限に、品質

不良は最小限にすることを目指して

いる。また、同社のフランス工場で

独自に開発した「WIN MEUBLE」

という工場内コンピュータシステム

も、生産や人材管理で力を発揮して

いる。「そうした仕組みのなかで、

フランスや日本の職人が技術を教え、

中国人が主力のプレイヤーとして働

く形です」

明確なルールのなかで 
初めて生まれる責任感

そのうえで業務のフローやマニュ

アルの遵守・実行と本人の評価、報

酬を連動させる。たとえば、ある業

務の実行に必要な行動を順番に列記

して、その確認のためのフォーマッ

トをつくる。そして、手順通りに作

業をしたかを確認し、フォーマット

し、頑張って成長している人、伸び

悩んでいる人を判別して評価や処遇

を調整するのが狙いだ。試験の結果、

降格になる人も出る厳しい試験だ。

逆に実力の伸びを評価され、まった

くの未経験者から１年半でマネジャ

ーに昇格した社員もいたという。

150人の職人全員に 
1カ月1回の面談を実施

この技能試験に加え、社員に対す

る会社の評価を公表する試みも一部

で実施している。各人の得意なとこ

ろ、弱いところを10段階で評価し、

社員全員に公開する。「仲間が４や

５の評価なのに、自分は２ではメン

ツが立ちませんから、なんとか克服

しようと頑張ります。人に負けたく

ないという意識は強いので、積極的

に情報公開するようにしています」

しかし評価を公開すれば「なぜあ

の人より自分は低いのか」という疑

問が出ることは避けられない。そこ

で日頃のアウトプットをデータ化し、

常に客観的なエビデンスとして見え

る体制にしている。たとえば、椅子

に記入していく。末尾にはその製品

やサービスを承認する顧客のコメン

ト欄があり、本人以外の第三者が顧

客のサインをもらって上司に提出す

る。この一連の作業は出荷日から一

定内の期間で終えるべし、という規

定もある。フォーマットの内容はボ

ーナスの査定と連動しており、期限

内に出さないと収入に響く。

「会社のためにこうしよう、という

のではなく、ルールやフローの遵守

は極力、評価や報酬と連動させるよ

うにしています」と堀氏は言う。事

業全体についても、各事業部門の収

支を算出し、決算後、利益に貢献し

た人には思い切ってボーナスを出す。

クレーム対応も事前にマニュアルを

つくっておき、それに沿って処理し

ないとペナルティが課せられる。「ち

ょっと大袈裟かもしれませんが、す

べて事前に決めておいて、そのルー

ルのなかで全員が責任感を持ってや

る。明確なルールがないところに責

任感は生まれないと考えています」

さらに現場の職人には、半年に１

回、昇格の可否を判断する技能試験

を行う。半年間の技能の伸びを測定

1万平方メートルの広大な工場。「中国人は清潔に関する意
識が薄い」という話をよく聞くが、清掃が徹底されたこの工
場を見れば、それは“意識付けの問題”だと一目でわかる。

モノづくりに対する高い意識を浸透させるために、「我々
は専門の家具製造者として完璧な品質を追求する」などの

“スローガン”が壁の至るところに掲示されている。
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を１脚つくるのにどれだけ時間を要

しているか、ほかの人との比較では

どうか、全体の平均はどうか。不良

率はどのくらいか。こうした具体的

な数字を提示することで、「あなた

は５人のグループ中、４番目ですよ

と数字で見せる。納得性が高くなっ

て、発奮する人が出てきます。そこ

で、あなたは今後こうやったら１番

になれますよとアドバイスします」

そのため同社は、職人全員に１カ

月に１度、面談の機会を設けている。

担当するのは家具づくりに詳しいフ

ランス人女性で、「WIN MEUBLE」

の過去のデータを参照しながら、本

人の強み、弱みを話し合い、次の目

標設定を行う。150人の職人に毎月

１度の面談を行うのは大変な労力だ

が、粘り強く続けている。

加えて、優れた社員には積極的に

海外研修の機会を設けている。行き

先はフランスや日本などで、たとえ

ば、ソファの張り場の担当者がラヴ

ァル社の工場に赴き、一緒に働きな

がら技術や管理を学ぶとか、塗装チ

ームは技術レベルの高い日本の提携

工場で実習を行うなど、２～３週間

るため、オフィスと作業場の間の仕

切りをガラス張りにし、「見せる工

房」としてインテリアにもこだわる。

現在、売上高の９割は日本以外。

日本市場は新規開業のホテル向け家

具など10％ほどしかない。社内言語

は英語と中国語だ。堀氏は商社時代

も含めると中国在住歴は12年、中国

語はもちろん、英語、フランス語で

業務をこなす。「実は日本向けだけ

特別チームで対応しています。そこ

だけ英語化できないからです。日本

市場のために日本語のドキュメント

をつくり、日本からの要求を中国語

や英語に直して―という作業が必

要になります。お客さまですから仕

方ありませんが、中国語と英語で済

めば効率的なのですが……」

中国には中国語と英語で仕事がで

きる人は豊富にいるが、日本語、そ

れも専門性を持った人材は、途端に

確保が難しくなる。日本が世界有数

の成長市場だった時代はともかく、

もはやそういう状況ではない。上海

という舞台でグローバルに競争する

堀氏の挑戦は、日本人と日本企業の

将来像に大きな示唆を与えている。

の海外研修を毎年実施している。今

後は若手社員を対象に海外の工場で

２～３年間働き、言語や文化、工場

のマネジメントなどを身につける人

材交流の機会を設ける予定だ。

上海郊外の開発区にある工房のデ

ザインは現代的で、作業場の整理整

頓、清潔さが印象的。まるでショー

ルームのようだ。「良質の製品を生

み出すには、良質な環境が必要」と

いうのが堀氏の持論だ。「クリエイ

ティブな仕事をしているのだから、

いい環境でいいものをつくるという

基本を感じ取ってほしい。工場を清

潔に、工具類は常にあるべき場所に

という基本を妥協せずにやらせるこ

とから始めました。当社は今でも掃

除に始まり掃除に終わる、です」

日本向けだけ日本語対応 
そのために特別チーム編成

職場環境にも配慮する。従業員用

のレストランやカフェスペースには

現代的な内装をほどこし、リラクセ

ーションルームやシャワーもある。

また多数のバイヤーや見学者が訪れ

フランス人、イタリア人の4人の家具製作の技術者が現場で指
導にあたる。ラヴァル社の製品がいわば“標準”。そこを目指し、
言語を越えたコミュニケーションでレベルアップを図る。

日本の家具塗装の第一人者、宮田巧氏も、技術指導陣の一人
だ。技術力は日々向上し、フランス・ラヴァル社から「色の
レシピを教えてくれ」と問い合わせが入ることもある。
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Text = 田中信彦　　Photo = 海原修平

施工がメインで設計やデザインは

付帯サービス―という観念が強か

った上海で、インフィクスはずっと

インテリアデザインだけを売ってき

た会社だ。「上海のほうが世界の人

に見られる機会がずっと多い。街の

成長速度、注目度が違います」と、

上海インフィクスデザイン有限公司

総経理の小川訓央氏は言う。設立は

2003年。クライアントの95％は日系

以外の企業だ。

「日系企業に望まれるのは確実性、

安心感。中国のクライアントは日本

人ならではのプレゼンスを期待しま

かせることが必要。彼らは、「でき

ない」「やらない」のではなく、我々

の要求に対して何をすべきか理解し

ていないだけ」と小川氏は言う。

彼らには今までの経験や生活の中

で染み付いた思考がある。それは決

して否定できることではないし、イ

ンフィクスの要求は、彼らにとって

は未経験の考え方だ。だからこそ、

経験を通じて自分で理解してもらう

しかない。「現場にたくさん行かせ

て自分で考える場をつくる。当然失

敗しますけれども、それをフォロー

できる体制をつくっておきます。そ

れがないと人を育てられません」

上海で既に８年、確実にスタッフ

が育っている実感はあるという。「前

は苦しそうな顔でやっていたのです

が、こちらから言う前に自分で動く

ようになりました。そうなると仕事

が楽しそうですね」

す。自分の店に対する思い入れが強

く、独自性やユニークさを求める。

一見して、おおっという感じが必要

で、そこにやりがいを感じます」　

何をすべきか理解させる 
ために現場でミスをさせる

デザインという形のないものを売

るビジネスなので、デザインと現場

の結節点を担う中国のスタッフが欠

かせない。「デザインに込められた

思いを形にするには、スタッフがそ

の思いをしっかりと感じ、どうやっ

たらそのデザインが実現できるのか、

現場でどう伝えればいいのか考えて

くれなければなりません。店がデザ

イン通りに出来上がらなければお金

がもらえない。その考え方を伝える

ようしています」

そのためには、「ミスをして気付

現場にたくさん行かせて、失敗させる
それなしに人は育てられない

インフィクス（上海英菲柯斯設計咨詢有限公司）

REPORT 6
現場でいかに経験を積ませるか

董事長　総経理

小川訓央氏

事業概要／商業施設のコンセプトワーク・
建築・デザイン・設計・監理・スタイリン
グ　設立／1991年（中国法人は2003年）
従業員数／20名（中国法人、2011年3月
現在)　売上高／非公開

会社概要
上海のワインショップ。ヨーロ
ッパの図書館のような陳列のデ
ザインが印象的だ。同社の日本
法人は、上海万博の日本産業館、
料亭「紫 MURASAKI」のデザ
インでも話題となった。
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中国をはじめ、インド、アフリカ

といった新興市場で日本企業のプレ

ゼンスは必ずしも高くない。日本企

業は「戦い方」を変えることが必要

なのではないか。その際のポイント

は何か、どんな角度から中国市場を

見るべきか。東京大学社会科学研究

所教授・丸川知雄氏に聞いた。

◆

中国の自動車流通は1990年代末

頃から劇的に変わりました。それま

では市
いち

場
ば

みたいなところで、野菜を

並べて売るような感覚で車を扱って

いたのですが、その頃から日本のホ

ンダなどが、広いショールームを持

つディーラー網をフランチャイズで

全国に展開し始めました。これはつ

まり、モノがよかったためにサービ

スがついてきたということです。逆

に言うと、単にサービスだけの力で

大きく海外で成功した日本企業は、

ほとんど例がなかったのではないか

と思います。

最近、中国企業が力を付け、イン

ドや中南米、アフリカなどの新興市

場に進出しているという話題が日本

では盛んです。しかし、たとえば国

際的な特許申請件数のデータを見る

と、中国企業で上位に入っているの

は広東省深圳のファーウエイ・テク

ノロジーズとZTEコーポレーション

の2社だけです。ともに通信機器メ

ーカーで、ほかの企業はまったく出

てきません。

しかし、この両社の事業展開には

際立った特徴があります。アフリカ

や中南米のほとんどの国に事業拠点

を置き、大勢の駐在員がいて大々的

に展開しているのです。同じ業界の

日本の大手企業は、アフリカではせ

いぜいカイロやヨハネスブルグぐら

いにしか拠点がありません。

上海で成功して他地域へ 

「滲み出る」戦略の限界

インドも実際に行ってみると、日

本企業で目立つのはスズキぐらいで、

あとは自動車関連企業が多少進出し

ている程度。日本企業のプレゼンス

は非常に低い。うがった見方かもし

れませんが、インドで事業をやりた

いという日本人が少ないのではない

でしょうか。 新興国には確かにチ

ャンスは多いのですが、そこで暮ら

し、現地の生活に密着してチャンス

を見出そうという人がいない限り、

どうしようもありません。

  サービス業の中国での展開につい

ても、日本企業は上海から始めるケ

ースが多いですね。たとえば、サン

トリーやローソン、CoCo壱番屋、

サイゼリヤなどいくつも例がありま

す。上海で成功してからほかの地域

に「滲み出る」という戦略です。手

堅いといえばそうなのですが、欧米

企業は必ずしもそういうやり方は取

っていません。たとえば、フランス

のカルフールにしても、もっと天か

ら降るように全国の主要都市に広く

展開しています。

これまで、日本や先進国の所得水

準に合わせてモノとサービスを提供

してきたので、中国でそれに匹敵す

る地域をまず狙うとの考え方はわか

ります。しかしそれではほかの地域

が上海レベルに上がってくるまで待

たねばなりません。所得の低い人向

けのモノやサービスをもっと積極的

につくるべきでしょう。仮に富裕層

海外で本気で勝負していない日本のサービス業
現地の「お金儲けをしたい」人の力を借りよ

日本のサービスは海外でいかに戦うべきか

C O L U M N

東京大学社会科学研究所　
教授

Marukawa Tomoo_1987年、東京大学経済
学部卒業。 同年アジア経済研究所入所。
2001年4月より東京大学社会科学研究所助
教授、2007年4月より同教授。主な著書に、

『携帯電話産業の進化プロセス―日本はな
ぜ孤立したのか』（共著、有斐閣）がある。

丸川知雄氏
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を狙うにしても、上海以外にも高所

得者はいる。もっと戦略的に全国に

出ていってもいいと思います。

中国で成功したのは 

「庶民向け」のサービス

 これまで中国である程度成功して

いる日本発の小売りやサービスを見

ると、先に挙げたビールやコンビニ、

外食チェーンなど、もともとは庶民

のもので、決して高級品ではありま

せん。日本はもともとこういうボリ

ュームゾーン向けの産業に競争力が

ある国なので、自信を持って、どん

どん内陸へ行ったほうがいい。

今、中国で非常に人気がある熊本

生まれの味千ラーメンは、既に全国

で400店舗以上です。香港企業が展

開するフランチャイズで、香港でス

タートしましたが、「滲み出る」戦

略ではなく、一気に全国で展開して

います。自動車のディーラー網もそ

うですが、中国にはお金儲けをした

い人がたくさんいるのですから、そ

ういう人のエネルギーをうまく活用

して積極的に売っていくことが必要

です。

日本の市場で磨き上げられた独特

の業態であるコンビニの登場で、上

海市民の食生活が変わりつつあるよ

うに、日本の生み出したサービスに

は強い力があります。一方、中国の

小売りやサービス業には、まだまだ

本当に買い手の立場に立ったものが

少ない。サービスの提供の仕方を工

夫して、戦い方を変えることで、私

は十分に勝機があると思います。

ブランドショップが並ぶエリアは、
夜になれば光の洪水となる上海の
なかでも、一際強い光を放つ。ブ
ランドショップに人が溢れる。タ
クシーに乗ろうと手を上げてもつ
かまらない。上海、北京は特別。
そんな意識が強い私たちだが、丸
川知雄教授によれば中国には豊か
な都市が次々と登場し、点在して
いるそうだ。もう“新興国”とい
う言葉はふさわしくない。
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海外に赴任して、仕事面で大きく

変わることは何だろうか。普通は「異

なる文化、異なる言語の土地で仕事

をすることだ」と考えるだろう。も

ちろんその通りだが、上海で暮らし

て、日本から赴任してくる多数のビ

ジネスパーソンにお会いしていると、

実は最大の違いは「日本でやったこ

とがない仕事をやらねばならない」

ことだと思うようになった。

日本では中堅社員が 

現地でいきなり管理者に

中国に限らないが、海外にある日

本企業の現地法人や事務所は、小さ

な組織であることが多い。製造業の

なかには数千、数万の従業員を要す

る企業もあるが、工場の従業員数は

多くても、スタッフ部門は一般に小

所帯である。いずれにせよ大手企業

の場合、日本の本社組織とは比較に

ならない規模なのが普通だ。

さらに中国の日系企業の大半は

1990年代以降に設立されたもので

ある。まだ経営が軌道に乗っていな

いか、順調に回り出して間もない企

業も多い。多くが成長途上で人材の

流動もあり、組織も安定していない。

こういう組織に赴任する日本人は、

何でもやらねばならない。日本では

経理畑一筋で来た中堅社員が、現地

で「総務課長」になり、経理・財務

はもちろん、人事や法務、総務全般

を見なければならない――などとい

うことはよくある。経理・財務の話

なら、やることの枠組みは同じだか

ら、言語が違っても要は慣れの問題

である。ところが、その他の仕事は

勝手が違う。現地のスタッフはもち

ろんいるが、管理者としての責任は

ある。わかりませんでは済まされな

いこともある。

工商行政管理局の定期査察だ、労

働局への報告だ、消防局の設備点検

だ、党の政治学習会に出るから休み

をくれ、居民委員会の催しに寄付し

てくれ、そんな話が全部やってくる。

なかには暗に袖の下を寄越せみたい

な話もあったりする。わけがわから

ない。中国人というのはまったくも

う―という話になったりする。

しかし実を言えば、日本の会社で

もそういう仕事をしている人はいる

のである。日本の会社も世間とさま

ざまなつきあいがあるし、外国人か

ら見ればわけのわからないこともあ

る。きれいごとでは済まない話もあ

る。ただ、会社の組織が大きく、役

割分担が明確だから自分はそんな仕

事はやったことがないだけだ。

できることはできるが 

できないことはできない

こういう話は少なくない。日本で

は、後輩はいても部下を持ったこと

がない人が、中国に来ると管理職に

なって多くの部下を持つ。自分が入

社以来やってきた専門の業務は、中

国でもそれなりになんとかなる。で

も部下のマネジメントは簡単にはい

かない。人を採用し、目標を提示し

て、モチベーションを高め、行動や

成果を評価して、足りない部分は研

修で補い、最終的にチームとして目

標を達成する。こうしたマネジメン

トの仕事にはさまざまなスキルや経

験が必要で、日本国内ですら一朝一

夕にできるものではない。まして外

国である。うまくできないのが当た

り前と言ってもいいだろう。

何が言いたいのかといえば、人は

自分ができることはできるが、でき

ないことはできない―という単純

な事実だ。やったこともないことを、

人にいきなりやれと言っても無理で

日本の現場に人を育てる仕組みはあるか
それが中国での人材育成の成否を左右する

Tanaka Nobuhiko_1988年から中国経済およ
び日系企業のマネジメントなどの領域でジャ
ーナリストとして活躍。上海を拠点にコンサ
ルタントとして経営の第一線でも活動。亜細
亜大学大学院アジア国際経営戦略研究科非常
勤講師。著書に『中国で成功する人事　失敗
する人事』（日本経済新聞出版社）など。

HRコンサルタント

田中信彦氏
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ある。外国であるか日本国内である

かに本質的な関係はない。できるこ

とはできるが、できないことはでき

ないのである。

でも先に述べたように、多くのビ

ジネスパーソンは海外に赴任すると、

過去にやったことがないことをやら

ねばならない。それは多くの場合、

単に組織が小さくて人が少なく、組

織が本社ほど専門分化していないか

らであって、「外国だから」ではない。

だから赴任前に異文化研修をやって

もこの問題は解決しない。海外に赴

任して仕事がうまくいかないのは、

そこが異文化だからではなく、大半

はその仕事をやったことがないから

である。

人材育成の仕組みも 

教え方も日本と同じ

今回、中国でいくつかの会社を訪

ね、人材育成について話を聞かせて

いただいた。その過程でわかったの

は、その人が日本で専門にやってき

たことは、中国でもできるのだとい

うことである。

今回話を聞いたヤマト運輸の上海

法人でSD（セールスドライバー）

のインストラクターを務める井上裕

一氏は、日本でもSDの育成に大き

な成果をあげてきた人物だ。いわば

SD育成のプロである。上海での同

氏のミッションは、ヤマト運輸の精

神を受け継いだSDの育成であって、

それ以外にはない。中国の拠点でラ

インの管理職を務めるわけではない。

だから、同氏の仕事は日本でやって

きたこととほとんど変わらない。会

社が中国のSDに求めていることは、

日本のSDに対する要求と基本的に

同じである。だから人材育成の仕組

みも基本的に同じで、井上氏の教え

方も同じである。

日本でもSDに応募してくる人の

バックグラウンドはさまざまだ。年

齢も性別も学歴も職歴も人生経験も

みな違う。決して均質性の高い集団

ではない。そういう人たちを相手に

高い成果をあげ続けてきた井上氏の

育成スキル、そして同社の育成シス

テムは、上海でもそのまま通用して

いる。井上氏は、「中国のほうが育

成は難しいんじゃないかとよく言わ

れるんですが、そんなことはまった

くありません。同じ人間なんだから

と思ってやっています」と語ってい

る。本文でも触れたが、井上氏はヤ

マトの仲間が上海でも増えることが

嬉しくて仕方がないという様子だ。

志の高いインストラクターと、それ

を支える確実な仕組みがあれば、中

国で人を育てることは十分に可能な

のだと実感する。

「できない」ことを 

外国のせいにするな

資生堂も同様だ。デパートでの販

売はBC（ビューティーコンサルタ

ント）の育成がカギであることは日

本も中国も変わらない。日本でも

BCの育成には長年にわたって多大

な時間と労力、資金を投入してきた。

同じことを中国でもやっている。日

本で培ってきた、人を育てる「仕組

み」を中国にも導入し、人を育てる

エキスパートを惜しげもなく送り込

む。今やその仕組みも人も完全に定

着し、本文で紹介した王竹凝氏のよ

うに、中国で育ったインストラクタ

ーが世界一のBCを育てるまでにな

っている。これも日本で機能した育

成の仕組みが中国でも有効であるこ

との、1つの証明だろう。

ファミリーマートも良品計画も、

人を育てるための仕組みや育成のエ

キスパートを擁している点で共通し

ている。長期雇用が日本の雇用慣行

の特徴とはいうが、それは主に大卒・

正社員の話で、サービスの現場では

人材の流動は激しく、常に新しい人

を採用し、育て続けなければ商売は

成り立たない。どの企業にもそのた

めの仕組みがあるし、熟練したイン

ストラクターがいる。現場を回すた

めのしっかりした仕組みを持つ企業

は、中国でもキッチリと人材を育て

ている。

中国の日系企業で人を育てられる

か、うまく育てられないかは日本国

内に人を育てる確実な仕組みや人が

存在し、それらが中国に投入されて

いるかどうかに左右される。

繰り返すが、人は自分が経験を積

んできたことはできるが、やったこ

とがないことはできない。この当た

り前のことが、いざ海外進出となる

と忘れられてしまうケースのいかに

多いことか。

何かが「できない」ことを外国の

せいにすべきではない。海外で何か

を実現するためには、それができる

人と仕組みを現地に送り込む以外に

はない。そうでなければ、当然、結

果は出ないのである。
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し悪しは客が決める。通用するかしないかは、サービ

スの理念が明確でブレがないかで決まる」と述べてい

る。ヤマト運輸では、企業姿勢のなかに、お客さまの

満足の追求、人命の尊重を掲げている。今回の取材で

の研修風景でも、この企業姿勢をさまざまな伝え方で

浸透させる工夫がなされていた。何をサービスの根幹

に置くのか、ここを明確にして理念として持つ会社は

強い。この理念を実現するために、技術やその準備態

勢、事後フォロー体制などさまざまな要素を一連のシ

ステムとしてとらえ、構築している企業が自信を持っ

て海外で展開しているように思う。このシステムのな

かに、人材育成も組み込まれているのである。

２　自社のサービス理念を体感し強く持つ 

　　インストラクターというエキスパートの存在

人材育成を担うインストラクターというエキスパー

トの重要性をあらためて実感した。田中信彦氏も語っ

ているが、各社で経験を積み上げてきた人が、海外で

も人材育成において実績をあげられる。ヤマト運輸の

井上裕一氏、資生堂の王竹凝氏しかりだ。そもそも国

内に人を育成するシステムが存在するのか、また人を

育成するエキスパートを海外に送り込んでいるのか、

この2点が現地人材を育てられるか否かを左右すると

いう田中氏の主張に、真摯に耳を傾ける必要がある。

エキスパートであるがゆえに、自社のサービス理念

を伝えることにブレがない。そのうえで、浸透するま

で粘り強さを持ちながら、伝えるための工夫を常に進

総務省統計局の世界人口の推移を見てみると、

2010年世界人口は69億人。2050年には91億人を超

えると予測されている。また人口が1000万以上の都

市を見てみると、ムンバイ、上海、北京、ソウル、イ

ンスタンブール、サンパウロ、メキシコシティ、モス

クワなど世界各国に存在していることがわかる。300

万人以上となると中国、インドの多くの都市をはじめ、

東南アジアやアフリカ、南米からも別の都市名が挙が

ってくる。当然のことではあるが、経済発展が人口の

集中化を生む。人が集中するところに従来以上の物と

金と情報が行き交う。グローバルに生産された物がさ

まざまな都市で消費される構造が世界各国で既に起こ

っている。今後その規模と範囲はさらに大きくなって

いくであろう。サービス経済化という産業構造の転換

が世界各都市で起こっていくのである。

このような状況のなか、日本の企業は何を武器に世

界で戦っていくのか。学習院大学の宮川努氏は、「そ

の企業が他国より優れている製品、サービスを生み出

すシステムを輸出すること」が重要であると述べてい

る。今回の取材を通して見えてきたことと合わせて宮

川氏の言葉を考えてみたい。取材した企業に共通に見

えてきたことは大きく分けて３つ存在する。それぞれ

について私自身の感想と合わせて以下に整理する。

1　明確になっているサービスの理念 

　 その思想が埋め込まれたシステム

産業技術総合研究所の内藤耕氏は、「サービスの善

小山智通 本誌編集長

まとめ

世界各地で進むサービス経済化のなかで
日本企業はチャンスをものにすることができるか
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LEDのライトが青く輝く高速道路。
中国にも本格的な車社会が到来し、
最近ではウルムチなど、遠方まで
車で旅行するのが流行っているそ
うだ。車社会の到来は、ロードサ
イドの飲食店やショッピングモー
ルなど、新たなサービス産業を生
む。経済のサービス化は、点在す
る豊かな都市部から、郊外へとど
んどん広がり、留まるところが見
えない。
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化させながら人材育成がなされていく。

３　お客さまと常に真摯に向き合い 

　　柔軟にシステムを進化させる

取材を通して、どの会社でも「お客さま」という言

葉が何度も出てきた。理念がありシステムもある。ま

たそれを伝えるインストラクターもいる。しかし人材

育成の最終目的は、自社のサービスの本質がお客さま

にしっかり伝わることである。そのためには既にサー

ビスの本質が浸透している日本国内とは違った方法を

組み入れていく必要もある。新人の研修期間を日本よ

りもかなり長く設定している企業もある。つまりお客

さまにしっかりと自社のサービスの本質を届けるため

に、システムも進化させているのだ。

業界や国を超えて 

日本企業の1つの進むべき姿

上で見てきた共通項は、中国で、かつサービス業を

中心とした取材から見えてきたことではあるが、これ

らは業界や国を超えてもグローバル化を推進していく

ための重要な要素であると思われる。当然各国には固

有の文化があり法律もある。そこに対する尊敬の念を

前提とすることは当然のこととして、企業が持つ強み

とそのシステムは何か、これがあってはじめて世界の

なかで勝負ができる。そしてどの国に行っても、堂々

と自社の強みを再現し進化させていく、そんな人材を

多く抱える企業が世界に挑み続ける権利を持つ。




